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大川市長  江 藤  義 行 

 

少子高齢化や核家族化等による家族形態の変化、働き方改革による社会情勢の変化な

ど、子どもや子育てを取り巻く環境が大きく変化する中で、子育てに不安や孤立感を感じ

る保護者が増加し、子育て支援に関するニーズも多様化しています。 

こうした中、本市におきましては、「人・創造・共生・共創」をまちづくりビジョンと

した第６次大川市総合計画に掲げる「ずっと大川 ずーっと大川」の実現に向け、幼児期

の学校教育や保育、地域の子育て支援を充実するための各種施策を総合的かつ計画的に推

進するために、令和７年度から１１年度までの５年間を計画期間とする「第３期大川市子

ども・子育て応援プラン」を策定しました。 

このプランは、「地域とともに 親も子も育つまち おおかわ」を基本理念に、『「子

どもの最善の利益」の実現』『子育て・子育ちを応援するための「まちづくり」』『子育

て・親としての成長を「地域で応援」』 を推進していこうというものです。大川市で子

育てしてよかったと多くの方に感じていただけるように、取り組みを進めてまいります。 

 終わりに、このプランの策定にあたり、「ニーズ調査」等にご協力いただきました市民

のみなさまや貴重なご意見をいただきました「大川市子ども・子育て会議」の委員のみな

さまに心から感謝申し上げるとともに、今後のプランの推進にもご支援とご協力を賜りま

すようお願い申し上げます。 

 

                             令和７年３月 
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 第１章 計画の策定にあたって 

第１章 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

人口減少、少子高齢化及び核家族化等による家族形態の変化、就労の多様化、地域コミ

ュニティ意識の希薄化など、子どもや子育てを取り巻く環境が大きく変化する中で、子育

てに不安や孤立感を感じる保護者が増加し、子育て支援に関するニーズも多様化していま

す。  

国においては、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、新たな支援制度を構

築するため、平成２４年８月に「子ども・子育て関連３法」を制定し、平成２７年４月か

ら子ども・子育て支援新制度が実施されることとなりました。子ども・子育て支援新制度

では「質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供」「保育の量的拡大・確保、教育・

保育の質的改善」「地域の子ども・子育て支援の充実」を三つの柱とし、市町村においては

「市町村子ども・子育て支援事業計画」を策定することになりました。計画策定以降も、

依然として子どもや子育てをめぐる環境は変化しており、平成 29年 6 月に「子育て安心

プラン」、平成 30 年 9 月には「新・放課後子ども総合プラン」が策定され、待機児童解

消や女性就業率 80%（M 字カーブの解消）に向けた保育のさらなる量的拡充、放課後児

童クラブの量的拡充が打ち出されています。さらに、令和元年度 10 月より、3～5 歳ま

でのすべての子ども及び 0～2 歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、幼稚園・保

育園・認定こども園の費用を無償化する措置が開始されました。 

令和 5 年 4 月、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的

な基本法として、「こども基本法」が施行されました。また、令和 5 年 12 月には、こど

も基本法に基づき、「こどもまんなか社会」の実現に向けたこども政策を総合的に推進す

るため、こども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」が策定されました。 

こうした社会情勢の中、本市においては、平成１６年度に「大川市次世代育成支援行動

計画（前期計画）」、平成２１年度に「大川市次世代育成支援行動計画（後期計画）」、平成

26 年度には「次世代育成支援対策推進法」に基づく「次世代育成支援行動計画」と、「子

ども・子育て支援法」に基づく「子ども・子育て支援事業計画」を一体的にまとめた「大

川市子ども・子育て応援プラン」を策定し、子育て支援のための施策を総合的に推進して

きました。その後、令和 2 年度から令和 6 年度を計画期間とする「第２期大川市子ども・

子育て応援プラン」を策定し、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを支援する環境の

整備に取り組んできました。 

第 2 期計画が令和 6 年度で計画期間が満了することから、令和 7 年度から令和 11 年

度を計画期間とする「第 3 期大川市子ども・子育て応援プラン」を策定します。当該計画

では、こどもまんなか社会の実現を目指し、すべての子どもの育ちとすべての子育て家庭

を支援し、一人ひとりの子どもが健やかに成長できるよう、本市を取り巻く課題の解決に

向けた取り組みを進めます。 
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 第１章 計画の策定にあたって 

・大川市障がい者基本計画 

・大川市障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

・大川市教育振興プログラム 

・大川市自殺対策実施計画 

・ふくおか子ども・子育て応援

総合プラン［県］ 

・こどもまんなか実行計画［国］ 

第２節 計画の法的根拠と位置づけ 

本計画は、改正「次世代育成支援対策推進法」第 8 条に定める「市町村行動計画」と、

「子ども・子育て支援法」第 61 条に定める「市町村子ども・子育て支援事業計画」を一

体的に策定したものです。 

また、市の上位計画である「大川市総合計画」、「大川市地域福祉計画・地域福祉活動計

画」をはじめ、教育・福祉関連計画等と整合性を図りながら策定したものです。 

 

≪計画の位置づけと内容≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

整
合 

大 川 市 総 合 計 画 

第３期大川市子ども・子育て応援プラン 

大川市子ども・子育て支援事業計画 

大川市次世代育成支援行動計画 

大川市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

教育・福祉などの関連計画 

整合 国・県の関連計画等 
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SDGｓの目標のうち、この計画で取り組むゴール 

  

 

なお、第６次大川市総合計画では、2015 年９月の国連サミットで採択されたＳＤＧｓ

（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称）、国連加盟 193 か国

が 2016 年から 2030年の 15 年間で達成するために掲げた目標を取り入れています。 

ＳＤＧｓには 17 のゴールがありますが、第３期大川市子ども・子育て応援プランで主に

取り組むゴールは次の 7 つのゴールとします。 

 

 

 

１．貧困をなくそう･･･「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」 

 

２．飢餓をゼロに･･･「飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能

な農業を促進する」 

 

３．人々に保健と福祉を･･･「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福

祉を推進する」 

 

４．質の高い教育をみんなに･･･「すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提

供し、生涯学習の機会を促進する。 

 

５．ジェンダーの平等を実現しよう･･･「ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女

児の能力強化を行う」 

 

16．平和と公正をすべての人に･･･「持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進

し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で

説明責任のある包摂的な制度を構築する」 

 

17．パートナーシップで目標を達成しよう･･･「持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活性化する」 
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第３節 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５か年とします。なお、計画期間

の中間年を目安として、必要に応じて見直しを行います。 

 

2020年度 

R２年度 

2021年度 

R３年度 

2022年度 

R４年度 

2023年度 

R５年度 

2024年度 

R６年度 

2025年度 

R７年度 

2026年度 

R８年度 

2027年度 

R９年度 

2028年度 

R10年度 

2029年度 

R11年度 

  

 

        

第４節 計画の策定体制 

（１）子ども・子育て支援に係る市民ニーズ調査の実施 

本計画の策定にあたっては、市民のニーズや意識を盛り込む必要があります。そのため、

大川市内に在住する就学前児童（０～５歳）のいる世帯と、小学校児童（小学１年生～６

年生）のいる世帯を対象にその量的及び質的なニーズを把握するため、子ども・子育て支

援に関するアンケート調査を実施しました。 

 

（２）関係各課へのヒアリング 

本計画の見直しにあたり、各種施策の担当課である関係各課に進捗状況把握シートを配

布・回収し、事業の評価と今後の方針について内容確認を行いながら、集約しました。 

 

（３）大川市子ども・子育て会議による審議 

本計画の策定にあたっては、その内容に市民や有識者、子育て支援関係者等の意見を反

映させる必要があります。 

そのため、地域の関係団体や事業者、行政関係機関、保護者等の委員で構成する「大川

市子ども・子育て会議」において、市の子育て支援における課題や方向性を検討し、地域

の実情にあった子育て支援施策が展開できるよう議論を重ねました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

本計画の策定にあたり、その内容について広く市民の皆さんから意見をうかがうため、

令和７年１月２８日（火曜日）から令和７年２月１０日（月曜日）までの間に、パブリッ

クコメント（意見公募）を実施しました。 

第３期大川市子ども・子育て応援プラン 

第２期大川市子ども・子育て応援プラン 

見直し 
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第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状と課題 

第１節 人口・世帯の状況 

（１）人口の推移 

本市の総人口は令和２年の 33,730 人から令和６年の 31,450 人と 5年間で 2,280

人の減少となっており、今後も減少傾向は続くものと予想されます。 

本計画の最終年度である 2029 年の総人口は 28,362 人まで減少すると見込まれ、

特に生産年齢人口（15～64 歳）の減少が顕著です。 

【人口の推移（実績と将来推計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  
資料 2020～2024年：住民基本台帳＊（4月1日時点）、2025～2030年：コーホート変化率法＊による推計値 

＊「住民基本台帳」とは、住民票を世帯ごとに編成した公的な名簿。毎月ないし年数回の時点における人口データとなるため、直近の

データが使用可能で、かつ推計時点として望ましい 4 月 1 日時点の実績から推計を行うことができる。 

＊「コーホート変化率法」とは、各コーホート（同じ年に生まれた人々の集団）について、過去における実績人口の動勢から変化率を

求め、それに基づき将来人口を推計する方法。国で実施する推計人口をはじめ、比較的近い将来の人口予測であり、特殊な人口変動

がない場合によく用いられる。 

 

（単位：人） 

33,730 33,241 32,541 32,029 31,450 30,925 30,294 29,735 29,144 28,362 27,891

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2020

（R2）年

2021

（R3）年

2022

（R4)年

2023

（R5）年

2024

（R6）年

2025

（R7）年

2026

（R8）年

2027

（R9)年

2028

（R10）年

2029

（R11）年

2030

（R12）年

実績 推計

（人） 総人口 高齢化率 （高齢化率）

実 績 推 計

2020
（R2）年

2021
（R3）年

2022
（R4)年

2023
（R5）年

2024
（R6）年

2025
（R7）年

2026
（R8）年

2027
（R9)年

2028
（R10）年

2029
（R11）年

2030
（R12）年

0－14歳 3,573 3,494 3,398 3,275 3,180 3,100 3,004 2,902 2,824 2,730 2,654

15－64歳 18,184 17,793 17,271 17,056 16,667 16,321 16,000 15,665 15,315 14,967 14,565

65歳以上 11,973 11,954 11,872 11,698 11,603 11,504 11,290 11,168 11,005 10,665 10,672

総人口 33,730 33,241 32,541 32,029 31,450 30,925 30,294 29,735 29,144 28,362 27,891

高齢化率 35.5% 36.0% 36.5% 36.5% 36.9% 37.2% 37.3% 37.6% 37.8% 37.6% 38.3%

実績 推計

計画期間（2025～2029）
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【年齢 3 区分別人口の推移（実績と将来推計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年（実績）と 2029 年（推計値）の性別・5 歳階級別の人口による人口ピラミッ

ドをみると、合計特殊出生率＊の算定対象である 15～49 歳の女性人口は 2024 年現在か

ら計画の最終年度である 2029 年の 5 年間で 705 人減少するものと予測されます。なか

でも 10 歳代後半、40歳代の女性の減少が大きくなっています。 

【人口ピラミッド（2024 年と 2030 年の比較）】 

 

  

資料 2020～2024年：住民基本台帳（4月1日時点）、2025～2030年：コーホート変化率法による推計値 

資料 2024年：住民基本台帳（4月1日時点）、2030年：コーホート変化率法による推計値 

＊「合計特殊出生率」とは、15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の年間合計で計算される。この値は、1 人の女性が一生の間に

生む子どもの数の目安とされている。 

 

10.6% 10.5% 10.4% 10.2% 10.1% 10.0% 9.9% 9.8% 9.7% 9.6% 9.5%

53.9% 53.5% 53.1% 53.3% 53.0% 52.8% 52.8% 52.7% 52.5% 52.8% 52.2%

35.5% 36.0% 36.5% 36.5% 36.9% 37.2% 37.3% 37.6% 37.8% 37.6% 38.3%
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2030

（R12）年

実績 推計

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

実 績 推 計

05001,0001,5002,000

0-4歳

5-9歳

10-14歳

15-19歳

20-24歳

25-29歳

30-34歳
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50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上

男性
（人）

2029男性

2024男性

0 500 1,000 1,500 2,000

0-4歳

5-9歳

10-14歳

15-19歳

20-24歳

25-29歳

30-34歳

35-39歳

40-44歳

45-49歳

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上

女性
（人）

2029女性

2024女性

１５－４９歳

女性人口

2024年：5,163人
↓

2029年：4,458人

（▲705人）
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

（２）出生の状況 

出生数の推移をみると、2020 年度以降は 200人以下となり、減少傾向で推移して

います。 

また、出生率（人口千人あたりの出生数）の推移について全国・福岡県と比較する

と、各年とも全国・福岡県よりも低い水準で推移しています。 

 

【出生数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出生率（人口千対）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料 大川市（各年度4月1日～3月31日の合計） 

資料 国・県（人口動態統計）、大川市（人口動態統計及び住民基本台帳から算出） 

207 202
193 193

174
154

0

100

200

300

2018

（H30)年度

2019

（R1）年度

2020

（R2）年度

2021

（R3)年度

2022

（R4)年度

2023

（R5)年度（人）

2018

（H30)年度

2019

（R1）年度

2020

（R2）年度

2021

（R3)年度

2022

（R4)年度

全国 7.4 7.0 6.8 6.6 6.3

福岡県 8.3 7.9 7.7 7.4 7.2

大川市 5.6 6.0 5.8 5.9 5.4

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

（人口千対）
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

 

（３）児童人口の推移 

小学生以下（0～11歳）の児童の年齢別人口の推移をみると、就学前児童（0～5

歳）については 2020年から 2024 年にかけて一貫して減少しています。また、小学

生児童（6～11 歳）についても減少傾向にあり、2023 年に一旦増加しますが、再び減

少しています。2021年以降は 1,400人を下回っています。 

児童人口の推計を児童人口全体でみると、2024 年の 3,933 人から計画の最終年度

である 2029 年までには 3,398 人まで減少する見込みです。 

【児童人口（小学生以下）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【児童人口の推移（実績と将来推計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料 2020～2024年：住民基本台帳（4月1日時点）、2025～2030年：コーホート変化率法による推計値 

資料 住民基本台帳（4月1日時点） 

205 178 184 165 154

216 214 171 201 172

218 229 215 180 201

270 212 220 209 185

236 269
204 213 207

219 236
262 197 210

0

500

1,000

1,500

2,000

2020

（R2）年

2021

（R3）年

2022

（R4)年

2023

（R5）年

2024

（R6）年

（人） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

1,364
1,256

1,1291,165
1,338

234 213 233 254 197

213 240 209 231 255

244 212 238 209 230

240 245 214 235 211

232 243 245 215 229

254 231 243 244 217

0

500

1,000

1,500

2,000

2020

（R2）年

2021

（R3）年

2022

（R4)年

2023

（R5）年

2024

（R6）年

（人） ６歳 ７歳 ８歳 ９歳 １０歳 １１歳

1,384 1,382 1,339
1,417 1,388

1,364 1,338 1,256 1,165 1,129 1,079 1,032 1,007 966 947 939

1,417 1,384 1,382 1,388 1,339 1,324 1,288 1,246 1,198 1,100 1,049

1,639 1,586 1,529 1,486 1,465 1,439 1,394 1,344 1,340 1,351 1,300

0

2,000

4,000

6,000

2020

（R2）年

2021

（R3）年

2022

（R4)年

2023

（R5）年

2024

（R6）年

2025

（R7）年

2026

（R8）年

2027

（R9)年

2028

（R10）年

2029

（R11）年

2030

（R12）年

実績 推計

（人） ０～５歳 ６～１１歳 １２～１７歳

4,420
4,167

3,9334,039
4,308

3,842 3,714 3,597 3,504 3,398 3,288

実 績 推 計
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

（４）世帯の動向 

本市の世帯数は増加を続けており、令和２年で 12,941 世帯となっています。1 世帯

当たり人員は福岡県と比較すると多くなっていますが、平成 17 年の 3.17 人から令和

２年の 2.48 人と世帯規模は縮小しており、核家族化が進行していることがうかがえま

す。 

世帯構成（令和２年）をみると、核家族世帯が最も多く約半数を占めていますが、全

国・福岡県と比較すると、本市においては単独世帯の割合が低く、同居など核家族以外

の世帯の割合が高いことが分かります。 

【世帯数・世帯人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

【世帯構成（令和２年）】 

 

 

 

 

 

 世帯数 
単独 

世帯数 

親族のみの世帯 

非親族を

含む世帯 

核家族世帯 
核家族以外 

の世帯 夫婦のみ 
夫婦と 

子ども 

男親と 

子ども 

女親と 

子ども 

全 国 100.0% 38.0% 20.0% 25.0% 1.3% 7.7% 6.8% 0.9% 

福岡県 100.0% 40.7% 19.0% 23.9% 1.2% 8.2% 5.6% 0.9% 

大川市 100.0% 30.3% 19.0% 22.6% 2.0% 9.8% 15.8% 0.4% 

資料 いずれも国勢調査 

12,139 12,546 12,709 12,941

3.17
2.92 

2.74 
2.48 2.54

2.41 2.32 
2.15 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0

10,000

20,000

30,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（人）（世帯） 世帯数 1世帯当たり人員 1世帯当たり人員（福岡県）

38.0

40.7

30.3

54.1

52.4

53.4

6.8

5.6

15.8

0.9

0.9

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

福岡県

大川市

単独世帯 核家族世帯 核家族以外の世帯 非親族を含む世帯
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

 

第２節 就業の状況 

（１）男女別就業率 

男女別の就業率（15 歳以上人口に占める就業者数＊）をみると、男性で 61.1％、女

性で 48.0％となっており、概ね福岡県と同水準となっています。 

 

【男女別就業率（令和２年）】 

  

男  性 女  性 

総数 就業者数 就業率 総数 就業者数 就業率 

福岡県 2,003,480 1,191,022 59.4% 2,303,015 1,062,112 46.1% 

大川市 13,617 8,322 61.1% 15,718 7,542 48.0% 

 

 

（２）女性の就業率 

令和２年の女性の年齢別就業率を福岡県と比較すると、本市の女性の就業率は県内で

も高い水準となっています。 

また、平成 27 年から令和２年の就業率の変化をみると、40～44 歳以外の年齢層の

就業率が上昇しています。特に、45～49 歳の就業率が最も高くなっています。 

 

【年齢別女性就業率（平成 27 年・令和２年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料 国勢調査 

＊「就業者数」とは、賃金、給料、諸手当、内職収入などの収入を伴う仕事を 1 時間以上した者。なお、家族従業者は、無給であって

も仕事をしたとする。また、仕事を持ちながら、調査週間中に仕事をしなかった休業中の者を含む。 

 

（単位：人） 

資料 国勢調査 

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

福岡県（Ｒ２) 59.1 67.9 64.2 64.7 68.7 70.9 70.6 67.7

大川市（Ｒ２） 60.8 78.2 77.2 78.4 80.2 83.0 78.6 76.3

大川市（H27） 58.5 76.5 76.5 76.5 80.7 78.8 76.4 69.8

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

（％）
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

第３節 主な教育・保育施設等の状況 

（１）保育園・認定こども園の状況 

現在、市内には 8つの保育園と 6つの認定こども園があります。 

保育園においては 2020 年度から 2021年度にかけて定員を超える児童の受け入れ

を行っていましたが、2022 年以降は定員に空きがある状況です。 

【保育園の利用状況】 

  
2020 

（R2）年度 

2021 

（R3）年度 

2022 

（R4）年度 

2023 

（R5）年度 

保育園数（か所） 8 8 8 8 

利用定員（人） 700 710 710 700 

入所児童数

（人） 

０歳 82 75 83 77 

１歳 133 110 87 105 

２歳 113 131 114 91 

３歳 151 112 131 110 

４歳 141 148 109 132 

５歳 128 141 147 111 

計 748 717 671 626 

０～２歳 328 316 284 273 

３～５歳 420 401 387 353 

入所児童数/利用定員 106.9% 101.0% 94.5% 89.4% 

 

【保育園別の利用状況（2024 年）】 

保育園名 利用定員 入所児童数 入所数/利用定員 

あそか保育園 60 44 73.3% 

大川保育園 100 75 75.0% 

かささぎ保育園 40 28 70.0% 

木室保育園 100 101 101.0% 

清力保育園 90 62 68.9% 

田口保育園 110 92 83.6% 

風浪宮保育園 100 100 100.0% 

むつごろう保育園 60 47 78.3% 

合計 660 549 83.2% 

  

資料 大川市（各年3月31日時点） 

資料 大川市（4月1日時点） 
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

 

（２）認定こども園の状況 

【認定こども園の利用状況】 

  
2020 

（R2）年度 

2021 

（R3）年度 

2022 

（R4）年度 

2023 

（R5）年度 

認定こども園数（か所） 6 6 6 6 

利用定員（人） 570 580 580 580 

入所児童数

（人） 

０歳 53 49 54 49 

１歳 80 83 72 84 

２歳 93 83 93 87 

３歳 121 96 90 104 

４歳 111 121 86 84 

５歳 97 110 120 88 

計 555 542 515 496 

０～２歳 226 215 219 220 

３～５歳 329 327 296 276 

入所児童数/利用定員 97.4% 93.4% 88.8% 85.5% 

 

 

【認定こども園別の利用状況（2024 年）】 

認定こども園名 利用定員 入所児童数 入所数/利用定員 

大川中央保育園 90 70 77.8% 

高邦キッズハウス 130 104 80.0% 

一木幼稚園 55 38 69.1% 

風浪宮しらさぎ幼稚園 85 73 85.9% 

みつまた幼稚園 115 108 93.9% 

若津幼稚園 85 68 80.0% 

合計 560 461 82.3% 

 

  

資料 大川市（4月1日時点） 

資料 大川市（各年3月31日時点） 
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

（３）小学校の状況 

市内には 8か所の小学校があり、児童数は 2021 年から 2023 までは増加傾向にあ

りましたが、その後減少しています。 

2024 年 5 月時点の児童数は 1,323 人となっており、学校別にみると、田口小学校

（270 人）、大川小学校（267 人）、木室小学校（223 人）の順に児童数が多くなっ

ています。 

 

【小学校の児童数の推移】 

  
2019 

（R1）年度 

2020 

（R2）年度 

2021 

（R3）年度 

2022 

（R4）年度 

2023 

（R5）年度 

2024 

（R6）年度 

児童数（人） 1,439 1,398 1,361 1,363 1,371 1,323 

学級数（学級） 74(12) 74(12) 75(15) 80(16) 80(18) 82(20) 

 

 

【学校別の児童数（2024 年）】 

学校名 児童数 学級数 

 

うち 

特別支援学級 

大川小学校 267 15 3 

宮前小学校 97 7 1 

三又小学校 126 8 2 

道海島小学校 66 8 2 

木室小学校 223 11 3 

田口小学校 270 15 5 

川口小学校 221 12 4 

大野島小学校 53 6 0 

計 1,323 82 20 

  

資料 大川市（各年5月1日時点） 

（ ）うち特別支援学級数 

資料 大川市（5月1日時点） 
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

 

（４）放課後児童健全育成事業（学童保育）の状況 

市内 8 箇所の小学校それぞれに学童保育所を設置しています。学童保育の利用児童数

は 2022 年以降増加傾向にあり、児童数に占める学童保育入所児童の割合は 2024 年

度で 29.6％となっています。 

学童保育所別にみると、学童保育所ひかり園、三又学童保育所及び大野島学童保育所

の入所率が 100％となっていますが、その他の学童保育所では 5～９割の入所とばらつ

きがあります。 

【学童保育入所児童数の推移】 

 

2019 

（R1）年度 

2020 

（R2）年度 

2021 

（R3）年度 

2022 

（R4）年度 

2023 

（R5）年度 

2024 

（R6）年度 

学童数（か所） 8 8 8 8（9） 8（9） 8（10） 

入所 

児童数 

（人） 

低学年 326 330 289 299 324 338 

高学年 46 36 59 54 54 54 

計 372 366 348 353 378 392 

入所児童数/児童数 25.9% 26.2% 25.6% 25.9% 27.6% 29.6% 

 

 

【学童保育所別の入所児童数（2024 年）】 

学校名 定員 入所児童数 入所数/定員 

学童保育所ひかり園 60 60 100.0% 

学童保育所太陽の家 50 32 64.0% 

三又学童保育所 50 50 100.0% 

道海島学童保育所 38 26 68.4% 

木室学童保育所 80 77 96.3% 

田口学童保育所 100 78 78.0% 

学童保育所川の子園 70 40 57.1% 

大野島学童保育所 30 32 106.7% 

計 478 395 82.6% 

 

  

資料 大川市（各年5月1日時点） 

 

資料 大川市（5月1日時点） 
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

第４節 ニーズ調査結果の概要 

（１）調査の目的  

「大川市子ども・子育て応援プラン」を策定するにあたり、子育て支援サービスの利

用状況をはじめ、保護者の子ども・子育てに関する意向等を把握するため、「現在の利

用状況」及び「今後の利用希望」等について、国の基本指針等に基づき、調査を実施し

ました。 

（２）調査対象と方法等について  

① 調査の種類と調査対象  

小学校就学前児童（以下「就学前児童」）の保護者用調査、小学生児童の保護者用調

査の２種類の調査票を用いて実施しました。調査対象については、以下のとおりです。  

調査の種類  対象年齢 調査対象数  

就学前児童保護者用  ０歳～小学校入学前    ９３０人  

小学生児童保護者用  小学１～６年生  １，０１４人  

 

② 調査方法  

保育園、認定こども園、小学校に通園等又は通学している対象保護者へは、施設を通じ

て配付・回収を行い、それ以外の対象保護者へは、郵送による配付・回収を行いました。 

  

③ 調査期間  

令和６年２月１６日（金）～３月８日（金） 

※３月１１日までに到着した調査票まで集計に含む 

  

④ 回収状況  

調査の回収状況については、以下のとおりです。 

調査の種類  配付数  有効回収数  有効回収率  

就学前児童保護者用  ９３０件  ７４０件  ７９．６％  

小学生児童保護者用  １，０１４件  ８５４件  ８４．２％  

計  １，９４４件  １，５９４件  ８２．０％  
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

 

（３）主な調査結果  

①定期的な教育・保育事業の利用状況 

就学前児童の 90.5％が、保育園・認定こども園などを平日定期的に利用しており、保

護者が利用している事業の種類をみると、「保育園」（58.2％）が最も多く、「認定こ

ども園」（37.0％）の順に続いています。 

【現在の利用状況】         【利用している教育・保育事業の種類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        【今後利用したい教育・保育事業の種類】 

現在の利用状況と同様に、今後利用したい

教育・保育事業についても、「保育園」

（58.5％）、「認定こども園」（34.6％）

の順にニーズが高くなっています。 

現在の利用状況と比べると、「ファミリ

ー・サポート・センター」と「幼稚園＋預

かり保育」の利用意向がやや高くなってい

ます。 

  

90.5 8.4 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=740)

利用している 利用していない 無回答
58.2

37.0

4.5

2.1

0.9

0.4

-

-

-

-

-

0.6

0.9

0.0% 50.0% 100.0%

保育園

認定こども園

幼稚園

障がい児支援施設

幼稚園+預かり保育

ファミリー・サポート・センター

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

企業主導型保育事業

居宅訪問型保育

その他

無回答 (N=670)

58.5

34.6

8.4

7.8

6.5

3.6

3.5

3.0

1.5

1.1

0.7

1.1

6.1

0.0% 50.0% 100.0%

保育園

認定こども園

ファミリー・サポート・センター

幼稚園

幼稚園＋預かり保育

居宅訪問型保育

事業所内保育施設

障がい児支援施設

小規模な保育施設

企業主導型保育事業

家庭的保育

その他

無回答

(N=740)
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

②地域子育て支援事業の利用状況（子育て支援総合施設「モッカランド」） 

地域子育て支援事業の現在の利用状況について、「利用していない」が５割強、「利

用している」は４割半ばとなっています。一方、今後の利用意向では「利用していない

が、今後利用したい」（19.1％）と「既に利用しているが、回数を増やしたい」

（26.6％）をあわせた４割半ばの利用意向が見受けられます。 

【現在の利用状況】               【今後の利用意向】 

 

 

 

 

③病児・病後児保育の利用状況 

平日、定期的に保育園や認定こども園を利用している就学前児童保護者の８割強は、

この 1 年間に子どもが病気等のため、保育園や認定こども園を休ませた経験がありま

す。 

休ませた時の対処方法としては、「母親が休んだ」（88.5％）、「親族・知人に子ど

もをみてもらった」（37.9％）の順に多く、「病児・病後児保育施設を利用した」は

9.8％となっています。 

【子どもの病気等で保育園等を休ませた経験】      【保育園等を休ませた時の対処方法】 

   

45.3

53.6

1.1

0.0% 50.0% 100.0%

利用している

利用していない

無回答
(N=740) 19.1 26.6 50.7 3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=740)

利用していないが、今後利用したい

既に利用しているが、回数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を増やしたいとは思わない

無回答

81.9 15.4 2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=670)

あった なかった 無回答
88.5

37.9

32.2

9.8

9.8

0.5

-

-

3.5

0.9

0.0% 50.0% 100.0%

母親が休んだ

親族・知人に子どもをみてもらった

父親が休んだ

父親又は母親のうち

就労していない方が子どもをみた

病児・病後児保育施設を利用した

仕方なく子どもだけで

留守番をさせた

ベビーシッターを利用した

ファミリー・サポート・センターを

利用した

その他

無回答

(N=549)
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【病児・病後児保育の利用意向】 

子どもが病気等で保育園や認定こども園を

休んだときの対処法として、父母が仕事を休

んだ人のうち、「できれば病児・病後児保育

施設等を利用したい」と感じている人が３割

半ばを占めています。 

 

 

 

④一時預かり等の利用状況と利用意向          【一時預かり等の利用状況】 

保育園や認定こども園等の不定期な一時

預かりの利用については、「利用していな

い」が 8 割半ばと多くなっていますが、今

後の利用意向をみると、「利用したい」が

34.5％と一定のニーズが見受けられま

す。 

また、利用希望者の利用目的としては、

「私用、リフレッシュ目的」（67.5％）、

「冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の通

院」（50.2％）、「不定期の就労」

（30.6％）の順に高くなっています。 

 

 

【一時預かり等の利用意向】           【利用希望者の利用目的】 

 

 

 

 

 

  

36.1 62.2 1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N=498)

できれば病児・病後児保育施設等を利用したい

利用したいとは思わない

無回答

3.5

2.8

2.6

-

-

0.3

85.5

5.8

0.0% 50.0% 100.0%

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・

センター

一時預かり

夜間養護事業：

トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答
(N=740)

34.5 63.8 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=740)

利用したい 利用する必要はない 無回答

67.5 

50.2 

30.6 

5.5 

1.6 

0.0% 40.0% 80.0%

私用、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、

子どもや親の通院

不定期の就労

その他

無回答

(N=255)
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⑤ショートステイの利用意向 

就学前児童を持つ保護者の１割強は、子どもを児童養護施設等に数日間預ける事業

（ショートステイ）の利用希望があり、その際の保護者の用事内容としては、「保護者

や家族の病気」や「保護者や家族の育児疲れ・不安」が高くなっています。 

【泊りがけで子どもを預ける必要の有無】      【預ける際の保護者の用事】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥放課後児童健全育成事業（学童保育）の状況 

就学前児童をもつ保護者に、小学校にあがった際の希望する放課後の過ごし方を尋ね

たところ、低学年のうちは「放課後児童クラブ」（66.4％）が最も多くなっています。

一方、高学年では「放課後児童クラブ」の割合が減少し、「自宅」（71.6％）が最も多

く、また「習い事」（47.8％）をして過ごさせたい保護者の割合も増えています。 

   【希望する放課後の過ごし方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低学年 高学年 

13.8 82.8 3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(N=740)

あった なかった 無回答

66.4 

41.8 

33.4 

21.2 

1.6 

4.6 

1.4 

0.0% 50.0% 100.0%

放課後児童クラブ

自宅

習い事（ピアノ教室、スポ

ーツ少年団、学習塾など）

祖父母や友人・知人宅

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答 (N=740)

71.6 

47.8 

32.0 

24.2 

1.8 

7.3

3.4 

0.0% 50.0% 100.0%

自宅

習い事（ピアノ教室、スポ

ーツ少年団、学習塾など）

放課後児童クラブ

祖父母や友人・知人宅

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答 (N=740)

65.7

58.8

32.4

8.8 

0.0% 50.0% 100.0%

保護者や家族の病気

保護者や家族の

育児疲れ・不安

冠婚葬祭

その他

(N=102)
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⑦市の子育て支援に対する満足度 

大川市の子育て環境や支援の満足度について、就学前・小学生ともに「どちらともい

えない」とする保護者が最も多くを占めていますが、就学前では満足度が低い人よりも

高い人が多く、小学生では逆に満足度が高い人よりも低い人の方が多くなっています。 

【市の子育て支援に対する満足度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

就学前 小学生 

満足度が低い：14.3％ 満足度が高い：41.9％ 満足度が低い：28.9％ 満足度が高い：20.5％ 

2.3
12.0 41.8 32.0 9.9 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N=740)

満足度が低い

どちらかといえば満足度が低い

どちらともいえない

どちらかといえば満足度が高い

満足度が高い

無回答

7.4 21.5 47.9 17.2 3.3 2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(N=854)

満足度が低い

どちらかといえば満足度が低い

どちらともいえない

どちらかといえば満足度が高い

満足度が高い

無回答
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 第２章 大川市の子ども・子育てに関する現状 

⑧大川市に充実してほしい取り組み 

安心して子育てができ、子どもがのびのびと育つために、大川市に充実してほしいと

思う取り組みについて、就学前・小学生ともに同様の傾向を示しており、「子どもの居

場所や安全に遊べる場づくり」と「小児医療や救急医療体制」の二項目へのニーズが特

に高くなっています。 

また、これらの他、就学前では「仕事をしながら安心して子育てしていくための保育

サービス」、小学生では「子どもが犯罪に巻き込まれないための対策」や「就労と子育

てを両立しやすい環境づくり」が求められています。 

【市が充実すべき取り組み】 

 

 

 

  

57.8

54.6

48.1

41.6

32.0

31.9

24.7

20.7

20.1

16.5

12.7

11.8

8.1

6.2

5.9

5.1

3.0

3.5

1.9

1.8

55.4

43.4

27.4

37.0

41.9

32.7

13.2

17.7

13.2

13.5

24.8

12.8

5.0

13.2

8.4

5.3

4.9

4.6

2.7

2.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

子どもの居場所や安全に遊べる場づくり

小児医療や救急医療体制

仕事をしながら安心して子育てしていくための保育サービス

就労と子育てを両立しやすい環境づくり

子どもが犯罪に巻き込まれないための対策

子どもの交通安全対策

親子連れでも利用しやすい公共施設・交通機関等の整備

幼稚園・学校等の教育内容、教育環境

健康維持や健診など、母子への保健サービス

家族向け住宅などの住環境づくり

思春期の子どもたちの心と体の育成

子育てを協力・支えあえる地域のつながり

在宅における子育て支援サービス

ひとり親家庭等の支援

障がいのある子どもの発達と成長の支援

親自身やこれから親となる方への教育

子どもの虐待防止や要保護児童対策の推進

その他

特にない

無回答

就学前(N=740)

小学生(N=854)
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第５節 子ども・子育てに関する課題 

（１）前期計画の評価と課題 

地域とともに、親も子も健やかに育ち、安心して子どもを生み育てることができるま

ちを目指して、総合的な子育て支援に取り組んできた第２期大川市子ども子育て応援プ

ラン（新次世代育成支援行動計画及び子ども・子育て支援事業計画）の評価を行うこと

で、その考え方や取り組みを継承し、子どもや子育て家庭への支援に関する施策を総合

的にかつ計画的に推進することが必要です。 

具体的な個別事業について、事業担当課で A～Eまでの達成度の自己評価を行いまし

た。述べ 49事業のうち、39 事業（79.6％）がＢ評価（予定通り進捗している）とな

っています。 

基本目標別に平均点を算出すると、「③親と子の学びと育ちを応援するために」の平

均 1.5 点がやや低くなっており、Ｄ評価（取り組みが進んでいない）となっている施策

としては、中学生が乳幼児とふれあう「思春期ふれあい体験」の実施等が不十分である

との評価となっています。 

また、C評価（一部遅れているものがある）として、託児サービスの推進、食育の推

進、子育てサークルの育成支援、子育てボランティアの育成、子どもを取り巻く有害環

境対策の推進に一部遅れがあるとの評価となっています。 

【子ども子育て応援プランの達成状況（令和２～令和６年度）】 

基本目標別 施策数 
達成度別 施策数 

平均点 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

①子育てをしているすべての家

庭を応援するために 
26 0 21 4 1 0 1.77 

②働きながら子どもを育ててい

る人を応援するために 
12 0 11 0 1 0 1.83 

③親と子の学びと育ちを応援す

るために 
6 1 3 0 2 0 1.50 

④子どもが安全に育つ安心なま

ちづくり 
5 0 4 1 0 0 1.80 

合 計 

（）内は構成比 
49 

(100.0％) 

1 
(2.0％) 

39 
(79.6％) 

5 
(10.2％) 

4 
(8.2％) 

0 
(0.0％) 

1.76 

※評価内容 

Ａ：予定以上に進捗している  （３点）  

Ｂ：予定通り進捗している   （２点）  

Ｃ：一部遅れているものがある （１点）  

Ｄ：取り組みが進んでいない  （０点）  

Ｅ：事業を廃止    （０点）  
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（２）子ども子育てを取り巻く課題 

 

本市の児童数は減少傾向で推移しており、少子高齢化が進行しています。その一方

で、児童数に占める教育・保育施設（保育園・認定こども園）の利用状況は定員に近い

児童数が利用しております。また、アンケート調査においても、教育・保育施設の利用

ニーズは高く、加えて母親の就業率も上昇傾向にあるため、今後もニーズ量に見合うだ

けの質・量両面での事業量の確保が必要です。 

 

大川市子ども子育て応援プラン（新次世代育成支援行動計画及び子ども・子育て支援

事業計画【第 2 期】）の評価では、基本目標 3「親と子の学びと育ちを応援するため

に」の進捗にやや遅れがみられました。 

本市では、様々な子育て支援サービスの提供をはじめ、相談対応、交流の場の提供な

どに取り組んでいます。保育園・認定こども園・学童保育所などの教育・保育事業をは

じめ、子育て支援総合施設モッカランドにおける子育て中の親子の交流や育児相談、病

児・病後児保育、一時預かり、ショートステイ、ファミリー・サポート・センター事業

など、子育て家庭の支援に努めていますが、事業によっては利用者が少なく、適切な利

用につながっていない状況も見受けられます。 

すべての家庭が地域で安心して子どもを産み、子育てできるよう、子育て支援サービスの

充実を図るとともに、事業の周知を行い、適切な利用につなげていくことが必要です。 

 

ニーズ調査において、地域で子どもへの虐待を見聞きした経験について尋ねたとこ

ろ、就学前児童で 4％（27 件）、小学生児童で 5％（41 件）が該当しています。ま

た、見聞きした経験のある人に、どのような対応をとったか尋ねたところ、「市役所・

モッカランドや児童相談所に連絡した」や「自分の家族や親族に相談した」、「地域の

知り合いに相談した」とする家庭が一定数いますが、「特に何もしなかった」という家

庭も多く、早期発見・早期介入の難しさが浮き彫りとなっています。 

児童虐待は、子どもの人権を侵害し、子どもの心身の成長や人格形成に重大な影響を

及ぼすため、育児相談や要保護児童対策地域協議会、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援

訪問事業などを活用して、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応に努めるととも

に、虐待を受けた子どもや関係者に対するサポート体制を充実していく必要がありま

す。 

①教育・保育施設の提供体制の確保
R2～R6）改正概要 

②地域における子ども・子育て支援の充実
R6）改正概要 

③専門的な支援を要する子どもや家庭への支援の充実 
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また、近年、発達障がいなど特別な配慮を要する子どもが増加傾向にあると言われて

おり、特別な配慮を要する子どもに対する支援についても考える必要があります。アン

ケート調査においても、発育や発達に関する悩みを持つ保護者も多いため、特別な配慮

を要する子どもに対する各種サービスの充実とともに、早期からの発育・発達の相談に

対する質の向上・さらなる連携強化を図ることが必要です。 

 

この分野では、道路環境や公共施設の整備だけでなく、安全・安心して子育てできる

環境づくり、事故に遭わないための交通安全対策や子どもを犯罪等の被害から守るため

の取り組みなども含まれます。 

アンケート調査において、安心して子育てができ、子どもがのびのびと育つために大

川市に充実してほしいと思う取り組みについて尋ねたところ、就学前・小学生ともに

「子どもの居場所や安全に遊べる場づくり」へのニーズが最も高い結果となりました。 

安全・安心な子育て環境づくりを進めるにあたっては、公共施設の整備だけでなく、

交通安全対策や防犯対策は欠かせない取り組みです。今後も交通安全指導や防犯パトロ

ールなどの継続実施とともに、犯罪から子どもを守る体制の整備が必要です。また、子

どもの安全対策として、保護者、地域住民、そして子ども自身が危機管理の意識を持つ

ことも必要です。 

 

ニーズ調査において、経済的な家庭の暮らしの状況を尋ねたところ、「やや苦しい」

「大変苦しい」と回答した保護者の割合は、就学前児童の保護者で約 3割、小学生児童

の保護者で約 4 割が該当しています。さらに、ひとり親家庭ではこの割合が 5 割前後と

なるなど、経済的にゆとりのない家庭も少なくありません。 

貧困に追い詰められた親が虐待や育児放棄に至るケースも指摘されているため、すべ

ての親と子どもが安心して暮らしていけるように、精神的、経済的な支援に関する情報

提供や相談体制を充実していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

④安全に遊べる居場所づくり 

⑤子育てにかかる費用の負担軽減 
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 第３章 計画の基本的な考え方 

第３章 計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

 

 

 

子どもは、地域の宝として私たちに希望をもたらし、未来をつくる存在です。子どもの

健やかな育ちと子育てを支えることは、子ども自身や保護者のみならず、地域社会にとっ

ても重要なことであるため、子ども・子育て支援は、「子どもの最善の利益」が実現さ

れ、一人ひとりの子どもが健やかに、より良く成長することをめざす必要があります。  

また、子育ては、本来、保護者が第一義的な責任のもと、大きな愛情を注ぎ、子どもの

成長に感動しつつ、保護者自身も成長することで、大きな喜びや生きがいを得ることがで

きるものです。こうしたことから、子育て支援とは、保護者の育児を肩代わりするもので

はなく、保護者が子育てについての責任を果たすことができるよう、地域や社会が保護者

に寄り添い、子育てに関する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が子ど

もと向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生

きがいを感じることができるような支援をしていく必要があります。  

大川市では以上の考えをもとに、本計画を推進します。  

※「大川市子ども・子育て応援プラン[2 期]」との連続性並びに整合性を維持するため、

本計画においても、この基本理念を継承することとします。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

“ 地域とともに 親も子も育つまち おおかわ ” 

地
域
と
と
も
に 

親
も
子
も
育
つ
ま
ち 

お
お
か
わ 

保護者の「第一義的な責任」 

 

・「子どもの最善の利益」の実現 

・子育て・子育ちを応援するための「まちづくり」 

・子育て・親としての成長を「地域で応援」 

＜基本理念＞ 
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第２節 基本目標  

基本理念のもと、次の４つを本計画における基本目標とし、総合的に施策を推進して

いきます。 

基本目標 １ 子育てをしているすべての家庭を応援するために 

すべての子どもが心身ともに健やかに成長するためには、妊娠・出産期から乳幼児

期、青年期に至るまで成長に合わせた継続的かつ適切な子育て支援が必要です。 

また、地域のつながりの希薄化に伴い、子育てに対する不安や負担、孤立感を感じる

保護者は少なくありません。アンケート調査においても、子どもの発達や生活習慣、し

つけ、経済的負担感など、多様な悩みを持つ保護者が多くなっており、その相談先が家

族や友人など身近な人に偏っていることが分かりました。近年、子どもの貧困問題や子

育ての不安や負担感からくる虐待などが問題視されていることも踏まえ、気軽に相談で

きる体制の整備が必要です。 

そこで本市では、母子保健と児童福祉が連携して子育て支援を行う「こども家庭セン

ター」を設置し、あわせて児童の発達支援事業を総合的に推進するための子育て支援総

合施設を中心に、地域全体で子育てを支援する体制の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）子育て支援サービスの充実 
 

①子育て支援総合施設での取り組み強化と子 ⑦乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問）の実施 

育て支援事業の充実           ⑧養育支援訪問事業の実施 

②地域における子育て支援機能の充実  ⑨子育て世帯訪問支援事業の実施 

③育児相談の充実       ⑩ファミリー・サポート・センター事業の実施 

④託児サービスの推進          ⑪子育て短期支援事業（ショートステイ）の実施 

⑤子育て情報サービスの確立   ⑫親子関係形成支援事業の実施 

⑥子どもの居場所づくり 

（２）母性並びに乳幼児の健康確保 
 

①妊娠・出産包括支援事業の実施   ⑥妊婦等包括相談支援事業の実施 

②妊婦健康診査の実施    ⑦予防接種の実施 

③乳幼児健康診査の実施    ⑧小児救急医療体制の整備 

④妊産婦、未熟児等への家庭訪問指導の実施  ⑨思春期保健対策の充実 

⑤産後ケア事業の実施           ⑩食育の推進 

（３）要保護児童への対応 
 

①ひとり親家庭等の自立支援の充実  ③特別な配慮を必要とする児童への施策の充実 

②児童虐待防止対策の充実       



 

27 
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基本目標 ２ 働きながら子どもを育てている人を応援するために 

全国的な傾向と同様に、本市においても働きながら子どもを産み育てる女性が増えて

おり、共働き世帯が増加しています。また、女性の就業率をみても、30歳～39 歳の主

に子どもを産み育てる世代の就業率が高まっており、今後も子育てしながら働く女性が

増えると考えられます。 

アンケート調査においても、市に充実を求める支援として、「仕事をしながら安心し

て子育てしていくための保育サービス」や「就労と子育てを両立しやすい家庭や職場環

境づくり」に対するニーズが高くなっています。 

このため、働きながら安心して子育てができるよう、通常保育をはじめ、延長保育や

乳児保育及び休日保育など多様で弾力的な保育サービスの充実を図っていくとともに、

病児・病後児保育事業にも取り組んでいきます。 

また、「女性活躍推進」や「働き方改革」などをキーワードに、多くの企業や団体が

制度や仕組みを整え、女性が働きやすい職場づくりに取り組むようになりました。しか

し、「女性活躍」の実現に向けて必要なのは、女性だけに焦点を当てるのではなく、社

会全体の長時間労働を改善し、男女共に働きやすい環境を作ることが必要です。 

女性も男性も仕事と生活を調和させた豊かな生活を送ることができるよう、仕事も生

活も充実させる「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」の考え方につい

て、事業主や労働者に対する意識啓発を行います。 

本市においては、家族が協力して子育てできるよう、父親を対象とした育児教室などを

開催するとともに、子育て家庭に配慮した企業の取り組みが促進されるよう、企業への働

きかけにも取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４）地域における子育て支援のネットワーク 
 

①子育て中の親子の交流促進   ③子育てサークルの育成支援 

②子育て支援ネットワークづくり   ④子育てボランティアの育成 

（１）保育サービスの充実 
 

①延長保育事業の実施    ⑤休日保育事業の実施 

②一時保育・一時預かり事業の実施  ⑥病児保育事業の実施 

③乳児保育事業の実施    ⑦保育所施設の整備 

④障がい児保育事業の実施   ⑧学童保育所の運営体制の充実 

（２）仕事と子育て、両立のために 
 

①育児休業制度の推進    ③父親を対象とした育児教室の充実 

②働き方の見直し    ④再就職支援の充実 
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基本目標 ３ 親と子の学びと育ちを応援するために 

地域社会での人と人とのつながりの希薄化が問題となっているなかで、本市において

も 1 世帯あたりの人員は減少しており、核家族世帯が増加しています。少子化が進行

し、子育て世帯、特に母親が孤立しやすい状況もあるなかで、次代の担い手である地域

の子ども達が健やかに成長できるよう、子育てに関する悩みを相談したり、情報を入手

できる場、親同士が交流できる場など、親自身が学び育つことができる環境づくりが必

要です。 

また、家庭内や地域社会での教育力の向上を目指し、学習機会の創出や情報提供を行

うなど、子どもを生み育てる意義を理解する次代の親を育成する視点に立った教育環境

の整備を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 ４ 子どもが安全に育つ安心なまちづくり 

アンケート調査において、安心して子育てができ、子どもがのびのびと育つために、

市に充実してほしい取り組みとして、「子どもの居場所や安全に遊べる場づくり」が最

も上位に挙げられました。また、「子どもが犯罪に巻き込まれないための対策」や「子

どもの交通安全対策」へのニーズも高くなっており、子どもを取り巻く環境が安全・安

心に保たれるような歩道の整備や交通安全、防犯に対する重要性が高まっています。 

このため、地域で子どもを安全に安心して生み育てることができるよう、警察や保育

園、認定こども園、学校等の連携強化をはじめ、子育てバリアフリーの視点を取り入れ

た地域の住環境、道路交通環境、公共施設や公園などの整備、犯罪を未然に防ぐまちづ

くりを推進していきます。 

 

 

（１）親になるための教育環境整備 
 

①子育て講習会              ③パパママ教室 

②もぐもぐ・らくらく離乳食教室   ④次代を担う親の育成 

（２）子どもの育ちに応じた家庭・地域教育への支援 
 

①家庭教育への支援の充実   ②地域の教育力の向上 

（１）子どもを支援する生活環境の整備 
 

①公共施設の整備    ④犯罪等の被害から守るための活動の推進 

②安全な道路交通環境の整備   ⑤子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

③交通安全を確保するための活動の推進 
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 第４章 施策の具体的な取り組み 

 

第４章 施策の具体的な取り組み 
 

基本目標 １ 子育てをしているすべての家庭を応援するために 

（１）子育て支援サービスの充実 ···································································· 

①子育て支援総合施設での取り組み強化と子育て支援事業の充実 

内容 担当課 

⚫ 令和 3 年 10 月に開館した子育て支援総合施設モッカランドにおいて、

子育て中の親子が気軽に利用し、親子で一緒に遊んだり、交流を通じて子

育てに関する情報交換や仲間づくりができる場を提供します。また、親子

あそび教室や絵本の読み聞かせ、育児相談等の実施により、子育ての不安

感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援していきます。 

⚫ 子育てボランティアの育成や子育てサークルの自主的な活動を支援しま

す。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

②地域における子育て支援機能の充実 

内容 担当課 

⚫ 市内の保育園、認定こども園等で地域に身近な子育て支援活動を行い、地

域子育て支援拠点的役割を図ります。 
子ども未来課 

 

③育児相談の充実 

内容 担当課 

⚫ 子育て支援総合施設モッカランドにおいて、妊娠期から子育て期まで、ワ

ンストップで継続した支援を行い、必要に応じ関係機関と連携し、相談者

が子育てに関する悩みや不安が解消するよう支援を行います。 

子ども未来課 

 

④託児サービスの推進 

内容 担当課 

⚫ 市関係の催事等で対象者が子育て世代を含む場合、託児サービスを実施し

ます。  

⚫ 託児を行う人材の育成・資質向上に努めます。  

⚫ 民間団体主催の行事にも託児を実施するよう、働きかけていきます。  

子ども未来課 
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⑤子育て情報サービスの確立 

内容 担当課 

⚫ 子育て支援に関する市の事業等をまとめた子育て支援ガイドブックを毎

年改訂し、保育園、認定こども園等を通じて配付するとともに、出生届や

転入届の際に行う児童手当の手続き時にも配布します。  

⚫ 市のホームページに子育て支援関係情報を集約し、さらに母子手帳アプリ

やＬＩＮＥも活用しながら、わかりやすい情報提供を行います。  

⚫ 「利用者支援事業」を実施し、子ども及びその保護者が、保育園、認定こ

ども園等での保育・教育や一時預かり等の地域子育て支援事業の中から適

切なものを選択し、円滑に利用できるよう、相談や情報提供等の支援を行

います。 

福祉事務所 

子ども未来課 

※「利用者支援事業」については、第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑥子どもの居場所づくり 

内容 担当課 

⚫ 放課後や休日等の子どもの居場所づくりを推進するため、子どもを対象と

したさまざまな活動を行う団体を支援します。また、人材不足が課題であ

るため、高齢者や学生など幅広い対象からボランティアや指導者を発掘・

育成します。  

⚫ 自然体験や生活体験、美術創作活動、読書活動など、社会教育施設やスポ

ーツ施設を活かした子ども向けプログラムの充実に努めます。  

⚫ 放課後児童クラブ（学童保育所）と放課後子ども教室の連携により、放課

後等の子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推進します。 

⚫ 地域における親子の居場所づくりを推進するため、地域やボランティアと

連携を図り、プレーパークの開催をはじめ、親子で過ごせる場所を増やし

ていきます。 

⚫ おおかわみらい食堂プロジェクトを通じ、子どもを含む地域の居場所づく

りを推進します。 

福祉事務所 

子ども未来課 

生涯学習課 

 

⑦乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問）の実施 

内容 担当課 

⚫ すべての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報の提

供、乳児とその保護者の心身の状況、養育環境の把握を行うほか、養育に

ついての相談に応じ、助言やその他の援助を行います。  

⚫ 養育についての相談に応じる中で、必要に応じて各種子育て支援事業に繋

げたり、特に支援の必要があると判断した家庭に対しては、継続的な養育

支援を行っていきます。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 
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⑧養育支援訪問事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 乳児全戸訪問事業等により把握した子どもの養育において、支援の必要が

あると判断した家庭を継続的に訪問し、養育に関する指導や助言等を行い

ます。  

⚫ 妊娠・出産・育児期をとおして養育支援を必要とする家庭を支援するため、

乳幼児健診を通じた継続支援や関係機関との連携を強化します。  

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑨子育て世帯訪問支援事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 産前産後のほか、家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、

ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱え

る不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を「子育てアシ

スト訪問事業」として実施し、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高

まりを未然に防ぎます。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑩ファミリー・サポート・センター事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 大川市ファミリー・サポート・センターにて、地域で子育ての支援をする

ため、子育てに関して「援助を受けたい人」と「援助をしたい人」が会員

登録をし、子育てについて助け合いを行うファミリー・サポート・センタ

ー事業を行い、会員間の連絡・調整等を行い、子どもの送迎や一時的な預

かり等、地域における子育て支援を行います。 

⚫ 併せて、「ファミリー・サポート・センター事業外３事業」として、産前

産後の家庭等を対象に、家事や買い物、子どもの保育等の援助をする「子

育てアシスト訪問事業」「託児スタッフ派遣事業」「子育て用品リユース

事業」を実施し、地域における子育て支援を推進します。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑪子育て短期支援事業（ショートステイ）の実施 

内容 担当課 

⚫ 保護者の疾病やその他の理由により、家庭において養育を受けることが一

時的に困難となった子どもについて、児童養護施設などにおいて宿泊を伴

う必要な養育・保護を行います。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 
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⑫親子関係形成支援事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 子育て支援総合施設モッカランドにおいて、ベビーマッサージや親子遊び

などをとおして、子育てに心配や不安を感じている保護者とその子どもを

対象に、親子のふれあいの楽しさを感じてもらい、安心して育児が行える

よう発達教室「にこにこ」を開催します。そこでは、保護者の悩みに専門

職が対応するとともに、保護者同士が相互に悩みや不安を共有できるよ

う、茶話会を開催し、保護者同士の交流を図ります。 

子ども未来課 

 

 

（２）母性並びに乳幼児の健康確保 ································································· 

①妊娠・出産包括支援事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 子育て支援総合施設モッカランドにおいて、妊娠期から子育て期までワン

ストップで継続した支援を行います。 
子ども未来課 

 

②妊婦健康診査の実施 

内容 担当課 

⚫ 子どもが健やかに生まれ成長していくことができるよう、健康診査を通じ

て妊婦や胎児の健康保持及び疾病予防、早期発見を行います。  

⚫ 健康診査の必要性について指導し、妊婦健康診査補助券全券の利用を促進

します。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

③乳幼児健康診査の実施 

内容 担当課 

⚫ ４か月児・10 か月児・１歳６か月児・３歳児健康診査を実施し、乳幼児

の順調な発育の確認や育児相談、情報の提供を行うことで育児不安の軽減

に努めます。  

⚫ 高い受診率の維持に努めるとともに、要支援ケースの支援強化、健診時の

育児相談の充実に取り組みます。 

子ども未来課 
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④妊産婦、未熟児等への家庭訪問指導の実施 

内容 担当課 

⚫ 健やかな妊娠、分娩、産褥期と新生児、乳幼児の良好な発育を図るため、

妊産婦や未熟児等への訪問指導を行います。支援にあたっては、より専門

的な技術を要するため、県や関係機関と協力・連携しながら、育児不安を

抱える妊産婦や乳幼児への適切な支援に取り組みます。 

子ども未来課 

 

⑤産後ケア事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 産科医療機関や助産所などにおいて、産後の母親の身体的な回復のための

支援、授乳の指導及び乳房ケア、母親の話を傾聴する等の心理的な支援、

新生児及び乳児の育児指導等を行います。さらに支援の必要がある母子に

対しては、関係機関と連携しながら継続した支援を行います。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑥妊婦等包括相談支援事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 妊娠時から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面

談や継続的な情報発信等を行うとともに、ニーズに応じて必要な支援につ

なぐ伴走型相談支援を行います。 

子ども未来課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑦予防接種の実施 

内容 担当課 

⚫ 生後１か月を経過した乳児の保護者に対して、各種予防接種の案内や予防

接種に関する説明書（冊子）等を配布し、予防接種の正しい知識の普及並

びに接種の勧奨を行います。  

⚫ 未接種者への個別勧奨等を実施し、さらなる接種率の向上をめざします。  

⚫ 福岡県内で広域的にかかりつけ医のもとで接種できるよう、今後も広域に

よる接種契約を行います。 

子ども未来課 

 

⑧小児救急医療体制の整備 

内容 担当課 

⚫ 小児の夜間救急診療として、久留米広域小児救急センターにて小児救急事

業を実施しています。  

⚫ 市民のニーズを把握しながら、市内病院を含めた小児救急医療体制の整

備・充実に努めます。 

子ども未来課 
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⑨思春期保健対策の充実 

内容 担当課 

⚫ 思春期の性や性感染症予防に関する正しい知識の啓発、普及を図るととも

に、薬物乱用、不登校、引きこもり等さまざまな問題を早期発見し、早期

対応するため、教育相談室や適応指導教室の設置及びスクールカウンセラ

ー等の配置などを通じて、思春期における児童生徒の心のケアを行いま

す。  

⚫ 子どもたちのさまざまな家庭環境や、複雑化した課題を解決するため、関

係機関と調整・連携を図る専門員（スクールソーシャルワーカー）を各学

校へ派遣します。 

学校教育課 

 

⑩食育の推進 

内容 担当課 

⚫ 学校給食に対する理解を深め、家庭での食生活を見直す機会とするため、

各種料理教室を開催します。  

⚫ 「食育通信」等の広報紙を発行し、旬の食材の紹介や給食献立レシピの紹

介、食の大切さ等について家庭への啓発を行います。 

⚫ 離乳食教室では、保護者に栄養や食の大切さを改めて理解してもらい、乳

児期から食育を推進します。 

⚫ 様々な食材に触れ、保護者と一緒に調理をする楽しさを実感できる機会と

なるように、親子クッキング教室等を開催します。 

子ども未来課 

学校教育課 

（学校給食センター） 

 

 

（３）要保護児童への対応 ··············································································· 

①ひとり親家庭等の自立支援の充実 

内容 担当課 

⚫ 教育訓練講座の受講費用の一部を支給する「自立支援教育訓練給付金事

業」、看護師等の資格を取得するため６月以上養成機関で修業する場合に

支給する「高等職業訓練促進給付金事業」及び高卒程度認定試験合格のた

めの講座の受給費用の一部を支給する「高等学校卒業程度認定試験合格支

援事業」を実施し、ひとり親家庭の安定した生活が維持できるよう支援し

ます。 

福祉事務所 
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②児童虐待防止対策の充実 

内容 担当課 

⚫ 医療、保健、教育、警察等の関係機関から構築された「要保護児童対策地

域協議会」において、情報交換及びケース会議を開催し、児童虐待の防止・

早期発見・早期対応を図ります。  

⚫ 「こども家庭センター」を設置している子育て支援総合施設モッカランド

において、妊娠期から子育て期までより専門的な相談対応や継続的な支援

をおこないます。 

⚫ 保護者が自分らしい子育てを見つける講座を開催し、虐待を未然に防止し

ていきます。 

子ども未来課 

 

③特別な配慮を必要とする児童への施策の充実 

内容 担当課 

⚫ 子育て支援総合施設モッカランドにおいて、配慮が必要な子どもや発達に

不安を感じている保護者に親子関係形成支援事業として子どもとのふれ

あいの楽しさを感じてもらう「発達教室」を開催します。 

⚫ 1 歳 6 か月児健診及び 3 歳児健診において、作業療法士や言語聴覚士等

による発達相談を実施します。  

⚫ 大川市障がい者相談支援事業として、委託事業所において、障がい児(者)

の相談に応じるとともに、必要に応じて障がい児通所支援等による継続的

な支援を行います。  

⚫ 早期からの教育相談・支援体制を構築し、教育支援の充実を図ります。  

⚫ 乳幼児健診や保育園、認定こども園、学校、療育機関等と連携を図りなが

ら、継続的な支援を行います。  

福祉事務所 

子ども未来課

学校教育課 

 

④児童発達支援センターを中核とした障がい児支援体制の整備 

内容 担当課 

⚫ 発達障がいを含むすべての障がい児に対して必要な支援を提供し、あわせ

て障がい児の家族・その他関係機関に対し、相談・助言・必要な援助を行

うため、児童発達支援センターを中核とした支援体制を整備します。 

福祉事務所 
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（４）地域における子育て支援のネットワーク ··············································· 

①子育て中の親子の交流促進 

内容 担当課 

⚫ 子育て支援総合施設モッカランドで、親子同士や地域住民が気軽に参加で

きる行事や、サークル等のイベントを開催します。 
子ども未来課 

 

②子育て支援のネットワークづくり 

内容 担当課 

⚫ 子育てサークルやボランティアの効果的な活動が行われるよう支援を続

けます。  

⚫ 子育てに関する関係機関がネットワークを構築し、ネットワーク会議を開

催します。 

子ども未来課 

 

③子育てサークルの育成支援 

内容 担当課 

⚫ 子育てサークルの活動の場として子育て支援総合施設モッカランドの学

習室等を開放するなど、子育てサークルの支援・育成を図ります。  

⚫ 子育てサークルやボランティアグループへ活動支援費を支給し、その活動

を支援・育成していきます。 

子ども未来課 

生涯学習課 

 

④子育てボランティアの育成 

内容 担当課 

⚫ 子育てサポーター養成講座を開催し、子育てボランティアの育成を図りま

す。  

⚫ 子育てボランティアの活動の場を、子育て支援総合施設モッカランドのほ

か、ファミリー・サポート・センター等に広げていく取り組みを推進しま

す。  

⚫ 読み聞かせボランティア養成講座を開催し、子ども等に絵本の読み聞かせ

を行うボランティアの育成を図ります。 

子ども未来課 

市立図書館 
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基本目標 ２ 働きながら子どもを育てている人を応援するために 

（１）保育サービスの充実 ··············································································· 

①延長保育事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 保護者の就労形態の多様化、長時間勤務等に伴う保育時間の延長に対する

ニーズに対応するため、通常の保育時間を超えて保育を実施します。  

⚫ 今後も利用者ニーズを踏まえながら、延長保育を継続して実施していきま

す。 

福祉事務所 

※「第５章 量の見込みと確保策」に具体的な提供体制を記載しています。 

 

②一時保育・一時預かり事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 保護者の育児疲れの解消（リフレッシュ）や緊急の用事（冠婚葬祭や病気

等）等の理由で、家庭での保育が一時的に困難な場合に、保育園、認定こ

ども園において子どもを保育します。   

⚫ 市内認定こども園において、通常の教育時間の前後や土曜・長期休業期間

中に在園児を預かる、預かり事業を引き続き実施していきます。 

福祉事務所 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

③乳児保育事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 市内全保育園において、２～３か月の乳児を受け入れ、保護者の就労等に

あわせ、乳児保育の充実を図ります。 
福祉事務所 

 

④障がい児保育事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 保育の必要があり、心身に障がいのある児童の保育の向上を図るため、保

育園、認定こども園等との調整を行い、障がい児の円滑な受け入れや児童

にあった保育・教育の推進を図ります。  

⚫ 障がい児保育に関する保育士の資質向上に取り組みます。  

⚫ 園児等の発育・障がいに関して専門的な知識・経験を有する者を保育園、

認定こども園へ幼児教育カウンセラーとして派遣し、園児・園児の保護者

及び園職員等に相談・指導・研修等を行うことにより、幼児教育に係る諸

問題の解決と推進を図ります。 

福祉事務所 

子ども未来課 
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⑤休日保育事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 公立認定こども園において休日保育を実施し、日曜日や祝日に保育の必要

な児童の保育を行います。 
福祉事務所 

 

⑥病児保育事業の実施 

内容 担当課 

⚫ 子どもが病気の際に保護者の就労等の理由により自宅での保育が困難な

場合、高邦病児保育室において、子どもを一時的に預かり、保育を行いま

す。  

⚫ 久留米連携中枢都市圏による病児保育事業の広域利用を引き続き実施し

ます。 

福祉事務所 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 

 

⑦保育所施設の整備 

内容 担当課 

⚫ 施設の老朽化・耐震化や市民の保育ニーズへの対応、また入所児童の安全

を確保するため、対象児童数の推移を把握しながら、計画的な保育施設の

改築整備を行います。 

福祉事務所 

 

⑧学童保育所の運営体制の充実 

内容 担当課 

⚫ 小学校に通う子どもで、その保護者が就労等によって家庭にいない場合、

授業の終了後、遊びや集団生活の場を提供し、放課後の児童の安全確保や

健全育成を図ります。  

⚫ 学童保育所の運営体制の充実を図り、指導員の適正配置及びさらなる資質

向上に取り組みます。  

⚫ 対象児童の推移を把握しながら、学校の余裕教室等の活用について教育委

員会と福祉事務所が連携を図り、施設の計画的な整備に努めます。 

福祉事務所 

学校教育課 

※第５章に「量の見込みと確保方策」を記載しています。 
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（２）仕事と子育て、両立のために ································································· 

①育児休業制度の推進 

内容 担当課 

⚫ 雇用主や従業者に対する育児休業制度の周知について市報などを通じて

行います。  

⚫ ハローワーク（公共職業安定所）や商工会議所などの関係機関と協力しな

がら、育児休業制度など、職場環境改善に関わる情報の周知を行います。 

インテリア課 

 

②働き方の見直し 

内容 担当課 

⚫ 家族全体で協力して子育てを行い、男女とも子育てしやすい働き方ができ

るよう、行政や子育てサークル、子育てボランティアなどと協力しながら、

職場優先意識や性別役割分担意識の改革、家族が協力しながら家事や育児

を行う意識を高めていく取り組みを進めます。  

⚫ 男性の育児休業取得や長時間労働の抑止を推進します。 

子ども未来課 

インテリア課 

 

③父親を対象とした育児教室の充実 

内容 担当課 

⚫ 「ファミリーフェスタ」など、子育て支援総合施設モッカランドの事業に

父親が参加しやすい行事を計画し、家族が協力して子育てできる環境づく

りに努めます。 

⚫ 「パパママ教室」は父親が参加しやすいよう日曜日に教室を実施します。

また、父親同士の交流の場にもなるよう情報発信を行い環境づくりに努め

ます。 

子ども未来課 

 

④再就職支援の充実 

内容 担当課 

⚫ 県が主催する就職セミナーや再就職に関する情報提供や相談支援を活用

し、充実を図ります。 

⚫ 新たな子育て支援総合施設では、子育て世代やひとり親を対象にした就活

に関する相談窓口を設置し、情報提供等を行います。 

インテリア課 
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基本目標 ３ 親と子の学びと育ちを応援するために 

（１）親になるための教育環境整備 ································································· 

①子育て講習会 

内容 担当課 

⚫ 「母乳相談」や「発達教室」など保護者が相談しやすい行事や「ベビー

ダンス」、「ミュージックケア」、「親子クッキング教室」など保護者

と子どもが一緒に楽しむことができる様々なイベントを実施し、子育て

を支援します。 

⚫ 行事・イベントを通じて、より保護者同士の交流が促進されるよう内容

の充実を図ります。 

子ども未来課 

 

②もぐもぐ・らくらく離乳食教室 

内容 担当課 

⚫ 乳児をもつ保護者を対象として、離乳食の講話や調理実習を実施し、離乳

への理解を深め、自宅での円滑な離乳を支援します。  

⚫ 教室を通して、保護者同士で交流を深め、情報交換や仲間づくりの場とな

るよう、内容の充実を図ります。 

子ども未来課 

 

③パパママ教室 

内容 担当課 

⚫ 母親の健康と胎児の健やかな発育を支援するとともに、夫婦が協同し安心

して育児に取り組むことができるよう、講話や沐浴実習、妊婦体験等を実

施します。  

⚫ 参加者アンケートや現代の問題を踏まえ、よりニーズに合うものへと内容

の検討をしながら、教室の充実を図ります。 

子ども未来課 

 

④次代を担う親の育成 

内容 担当課 

⚫ 赤ちゃんとのふれあいを通し、将来、親となるための自覚や生命の尊さを

学ぶことができるよう、市内中学生に対し、乳幼児とふれあう「赤ちゃん

ふれあい活動」を実施します。 

子ども未来課

学校教育課 
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（２）子どもの育ちに応じた家庭・地域教育への支援 ···································· 

①家庭教育への支援の充実 

内容 担当課 

⚫ 「家庭教育学級」や「親子教室」等を開催し、保護者の学習機会と交流の

場を提供しながら乳幼児～学童期の家庭教育を支援します。  

⚫ 市内の保育園、認定こども園、小中学校の児童生徒と保護者を対象に、学

校・家庭・地域が一体となって「基本的生活習慣や家庭学習の定着」を図

る取り組みを進めます。 

⚫ 市立認定こども園において、保護者の研修会を開催し、家庭教育への支援

を行います。 

⚫ ＰＴＡが開催する研修会、講習会、親子ふれあい活動等の家庭教育事業を

支援します。 

⚫ 読書ボランティアと連携し、ブックスタート事業やおはなし会の開催な

ど、絵本を通して親子のふれあいと絆を深める取り組みを推進します。 

福祉事務所 

学校教育課 

生涯学習課 

市立図書館 

中央公民館 

 

②地域の教育力の向上 

内容 担当課 

⚫ すべての小中学校に学校運営協議会を設置するとともに、学校と地域との

連携協力を深めるコミュニティ・スクール制度を充実し、地域総がかりの

教育を推進します。 

⚫ 青少年健全育成団体の活動を支援し、地域ぐるみで、子どもたちがさまざ

まな実体験ができるような機会や場を充実させる取り組みを推進します。  

⚫ 子どもの自主性・協調性を育み、「生きる力」を身に付けさせるため、地

域の各団体が連携して実施している通学合宿を支援します。  

⚫ 総合的な学習の時間において、地域の方々を講師に招き、交流を深めてい

きます。 

学校教育課 

生涯学習課 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

42 

 第４章 施策の具体的な取り組み 

 

基本目標 ４ 子どもが安全に育つ安心なまちづくり 

（１）子どもを支援する生活環境の整備 ·························································· 

①公共施設の整備 

内容 担当課 

⚫ 公園について、子どもたちがいきいきと健やかに成長できる遊び場である

ため、安全に遊べるよう施設の充実を図り、子育てしやすい環境づくりに

取り組みます。 

⚫ 子どもや子育て家庭を含め、すべての住民が安心して生活できるよう、公

共施設のバリアフリー化を推進します。 

都市計画課 

生涯学習課 

ほか公共施設

所管課 

 

②安全な道路交通環境の整備 

内容 担当課 

⚫ 子育て家庭が安全・安心に生活していくことができるように、歩道の設置

や狭隘道路の拡幅、バリアフリー化など、子どもの視点、子ども連れの親

の視点に立った道路交通環境の整備を図ります。  

⚫ カーブミラーや防護柵等の安全施設の整備を行います。  

⚫ 国県道については、早期整備を要望していきます。 

建設課 

 

③交通安全を確保するための活動の推進 

内容 担当課 

⚫ 学校において子どもに対して交通安全指導を行うとともに、地域の方々の

学校支援ボランティアにより、登下校時における子どもたちへの交通安全

指導・あいさつ・見守り・声かけ活動等を行います。  

⚫ 大川市交通安全プログラムに基づき、学校、警察、道路管理者と連携を取

りながら、通学路の危険個所を把握し対策を講じていきます。 

地域支援課 

建設課 

学校教育課 

生涯学習課 
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④犯罪等の被害から守るための活動の推進 

内容 担当課 

⚫ 筑後・大川・大木学校警察連絡協議会において、学校と警察の連絡を取り

ながら、児童生徒の健全育成を図る活動を行います。  

⚫ 子どもたちの安全確保や防犯対策として、「子ども１１０番のいえ」の設

置並びに周知に努めます。  

⚫ 自動車等に貼り付け可能な「こども見守り隊パトロール中」のマグネット

ステッカーを住民へ配布し、犯罪抑止活動に取り組みます。  

⚫ 子どもの安全確保のため、防犯パトロールや地区懇談会等の地域における

活動を支援します。 

地域支援課 

学校教育課 

生涯学習課 

 

⑤子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

内容 担当課 

⚫ 携帯電話やインターネット等の危険性について啓発し、フィルタリングの

活用や家庭でのルール作り等、節度あるインターネット利用環境づくりに

向けた啓発等を行います。 

⚫ 青少年を取り巻く環境の浄化を図るため、関係機関と連携し、コンビニエ

ンスストア・ビデオレンタル店等への立入調査を行います。 

学校教育課 

生涯学習課 
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第５章 量の見込みと確保方策 

第１節 子ども・子育て支援制度の概要 

子ども・子育て関連３法に基づく、子ども・子育て支援制度は、「子ども・子育て支援給付」と

「その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援」に大別されます。 

その中で、市町村主体となるのは、「子ども・子育て支援給付」における「子どものための教

育・保育給付」と「子育てのための施設等利用給付」、「その他の子ども及び子どもを養育してい

る者に必要な支援」における「地域子ども・子育て支援事業」です。 

第３期計画より、「地域子ども・子育て支援事業」において、「子育て世帯訪問支援事業」と「児

童育成支援拠点事業」、「親子関係形成支援事業」、「妊婦等包括相談支援事業」、「乳児等通園支援

事業（こども誰でも通園制度）」、「産後ケア事業」が新たに位置付けられています。 

 

■ 制度における給付・事業の全体像 ■ 

 

 

 

  

※ 認定こども園（国立・公立大学法人

立）も対象 

施設型給付を受けない 
幼稚園 

特別支援学校 

子育てのための施設等利用給付 

施設等利用費 

預かり保育事業 

認可外保育施設等 

・認可外保育施設 

・一時預かり事業 

・病児保育事業 

・子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・センタ

ー事業） 

施設型給付を受けない幼稚園， 

認可外保育施設、預かり保育事業等

の利用に係る支援 

地域の実情に応じた 
子育て支援 

・地域子育て支援拠点事業 

・利用者支援事業 

・乳児家庭全戸訪問事業 

・養育支援訪問事業等 

・子育て世帯訪問支援事業 

・子育て援助活動支援事業 

（ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業） 

・子育て短期支援事業 

・親子関係形成支援事業 

・妊婦健診 

・産後ケア事業 

・妊婦等包括相談支援事業 

・時間外保育事業 

（延長保育事業） 

・一時預かり事業 

・病児保育事業 

・放課後児童健全育成事業 

・児童育成支援拠点事業 

・乳児等通園支援事業 

（こども誰でも通園制度） 

・実費徴収に係る補足給付 

を行う事業 

・多様な事業者の参入促進・ 

能力活用事業 

地域子ども・子育て 

支援事業 

・企業主導型保育事業 

⇒事業所内保育を主 

軸とした企業主導型 

の多様な就労形態に 

対応した保育サービス 

の拡大を支援（整備

費，運営費の助成） 

 

・企業主導型ベビー  

シッター利用者支援 

事業 

⇒繁忙期の残業や夜

勤等の多様な働き

方をしている労働者

が，低廉な価格で

ベビーシッター派遣

サービスを利用でき

るよう支援 

 

・中小企業子ども・子 

育て支援環境整備事業 

⇒くるみん認定を活用

し、育児休業等取

得に積極的に取り

組む中小企業を支

援 

仕事・子育て 

両立支援事業 

 
仕事と子育ての 
両立支援 

子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援 

子ども・子育て支援給付 
その他の子ども及び子どもを養育している者 

に必要な支援 
 

市町村主体  国主体 

小規模保育，家庭的保育， 
居宅訪問型保育，事業所内保育 

地域型保育給付費 

子どものための教育・保育給付 

認定こども園・幼稚園・保育所・小規模 

保育等に係る共通の財政支援 

認定こども園 ０～５歳 

 

 

 

 

 
※ 幼保連携型については，認可・指導監 
督の一本化，学校及び児童福祉施設と 
しての法的位置づけと与える等，制度 
改善を実施 

幼保連携型 

幼稚園型 
地方 

裁量型 
保育所型 

保育所 
０～５歳 

幼稚園 
３～５歳 

ｌ※ 市立保育所については，児童福祉法第24条により

市町村が保育の実施義務を担うことに基づく措置と

して，委託費を支弁 

施設型給付費 
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第２節 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画において、「教育・保育」、「地域

子ども・子育て支援事業」を提供する区域（教育・保育提供区域）を定め、当該区域ごとに「量

の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされています。教育・保育提供区域

の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利

用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案するととも

に、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域を定めるこ

ととなっています。その際、教育・保育提供区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給

調整の判断基準となることを踏まえて設定する必要があります。 

本市においては、効率的な資源の活用を可能とし、市内のニーズに柔軟に対応できるよう、教

育・保育提供区域を１区域（全市）とします。 

 

第３節 子ども・子育て支援給付 

①保育の必要性の認定 

保護者の申請を受けた市町村が、国の策定する客観的基準に基づき、保育の必要性を認定し

た上で給付を支給する仕組み。 

１号認定子ども：満 3歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前の子ども 

⇒認定こども園を利用 

２号認定子ども：満 3歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども（保育を必要とす

る子ども） 

⇒保育園もしくは認定こども園を利用。 

３号認定子ども：満 3歳未満（0歳、1・２歳児）の保育の必要性の認定を受けた就学前の子

ども（保育を必要とする子ども） 

⇒保育園もしくは認定こども園を利用 

 

②量の見込み 

量の見込みは、国が示した標準的な算出方法（算出の手引き）に基づき、推計児童数、「大

川市子育てに関する調査」の保護者の就労状況や今後の利用意向等から、認定区分ごとに量の

見込みを算出。 

但し、基本指針において「地域の実情に合わせて見込むことが可能」とされているため、国

の算出の手引きによる量の見込みが、市の実態と大きく乖離する場合は、実績値と照らし合わ

せながら補正を行い、量を見込む。 
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③確保方策 

量の見込みに対し、確保を図っていく量。確保の方策にあたっては、利用可能な既存もしく

は新規の施設型給付と地域型保育事業の合計の（利用）定員が、量の見込みを充足することを

めざす。 

 

④特定教育・保育施設（施設型給付） 

実施主体である市町村が、施設型給付の対象となることを確認した「教育・保育施設（保育

園、幼稚園、認定こども園）」。施設の認可は都道府県。 

 

⑤特定地域型保育事業（地域型保育給付） 

実施主体である市町村が、地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確認した事業

者が行う「地域型保育事業（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育を行

う事業）」。事業の認可は市町村。 

 

名称 対象年齢 概 要 

小規模保育事業 

０～２歳児 

主に満３歳未満の保育を必要とする乳幼児について、保育

することを目的とする施設において、保育を行う事業。利用定

員は６人以上 19人以下。 

家庭的保育事業 

主に満３歳未満の保育を必要とする乳幼児について、家庭

的保育者＊の居宅その他の場所において、保育を行う事業。利

用定員は５人以下。 

居宅訪問型保育事業 
主に満３歳未満の保育を必要とする乳幼児について、乳幼

児の居宅において、家庭的保育者＊による保育を行う事業。 

事業所内保育事業 

事業主（企業）等が、主に満３歳未満の従業員の子どものほ

か、地域において保育を必要とする乳幼児についても、事業主

等が設置する施設等で保育を行う事業。 

＊家庭的保育者……市が行う研修を修了した保育士その他の厚生労働省令で定める者であって、保育

を必要とする乳幼児の保育を行う者として市が適当と認めるもの。 

 

 

 

名称 対象年齢 概 要 

幼稚園 ３～５歳児 

３歳から就学前の子どもに適当な環境を与えて、その心身の

発達を助長することを目的とした施設。学校教育法に基づく。 

通常の就園時間の利用、幼稚園の預かり保育、通常の就園時間

を延長して預かる事業のうち定期的な利用のみ。 

認可保育所 ０～５歳児 

保護者の労働や疾病などの事由により保育に欠ける０歳から

就学前の子どもを保育することを目的とした施設であり、国が

定める最低基準に適合した施設で都道府県等の認可を受けた定

員 20人以上のもの。児童福祉法に基づく。 

０～２歳は住民税非課税世帯、３歳以上は利用料無償となる。 

認定こども園 ０～５歳児 
幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設。 

０～２歳は住民税非課税世帯、３歳以上は利用料無償となる。 
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⑥企業主導型保育事業 

企業が従業員の働き方に応じた柔軟な保育サービスを提供するために設置する保育施設や地

域の企業が共同で設置・利用する保育施設。従業員以外の地域の子どもも定員の１／２の範囲

で受け入れることもできる事業。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１号認定（教育のみ） 83 人 68 人 63 人 43 人 35 人 

２号認定（保育の必要あり） 680 人 673 人 645 人 598 人 551 人 

３号認定 

（保育の必要あり） 

０歳 134 人 125 人 137 人 126 人 97 人 

1 歳 212 人 191 人 161 人 189 人 148 人 

2 歳 196 人 208 人 199 人 176 人 183 人 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和７年度 

1 号 ２号 
３号 

0歳 １歳 ２歳 

①
見
込
み 

量の見込み 33 人 566 人 83 人 146 人 166 人 

②
確
保
方
策 

保育園  352 人 62 人 90 人 106 人 

認定こども園 85 人 273 人 49 人 74 人 79 人 

企業主導型保育施設  3 人 1 人 1 人 1 人 

②--① 52 人 62 人 29 人 19 人 20 人 

 

 令和８年度 

1 号 ２号 
３号 

0歳 １歳 ２歳 

①
見
込
み 

量の見込み 30 人 528 人 80 人 157 人 154 人 

②
確
保
方
策 

保育園  301 人 56 人 76 人 87 人 

認定こども園 100 人 324 人 55 人 88 人 98 人 

企業主導型保育施設  3 人 1 人 1 人 1 人 

②--① 70 人 100 人 32 人 8 人 32 人 
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 令和９年度 

1 号 ２号 
３号 

0歳 １歳 ２歳 

①
見
込
み 

量の見込み 29 人 503 人 78 人 151 人 165 人 

②
確
保
方
策 

保育園  291 人 56 人 76 人 87 人 

認定こども園 100 人 324 人 55 人 88 人 98 人 

企業主導型保育施設  3 人 1 人 1 人 1 人 

②--① 71 人 115 人 34 人 14 人 21 人 

 

 令和 10 年度 

1 号 ２号 
３号 

0歳 １歳 ２歳 

①
見
込
み 

量の見込み 27 人 476 人 76 人 147 人 159 人 

②
確
保
方
策 

保育園  291 人 56 人 76 人 87 人 

認定こども園 100 人 324 人 55 人 88 人 98 人 

企業主導型保育施設  3 人 1 人 1 人 1 人 

②--① 73 人 142 人 36 人 18 人 27 人 

 

 令和 11 年度 

1 号 ２号 
３号 

0歳 １歳 ２歳 

①
見
込
み 

量の見込み 27 人 469 人 74 人 144 人 155 人 

②
確
保
方
策 

保育園  291 人 56 人 76 人 87 人 

認定こども園 100 人 324 人 55 人 88 人 98 人 

企業主導型保育施設  3 人 1 人 1 人 1 人 

②--① 73 人 149 人 38 人 21 人 31 人 
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提供体制、確保方策の考え方 

○１号の定員数については、令和６年度現在、85 名（認定こども園 6園）の提供体制があ

り、令和７～11 年度の見込み量を十分に満たすことが可能です。 

○２号・３号の定員数については、令和６年度現在、1,135 名（保育園８園、認定こども園６

園）の提供体制であり、量の見込みが緩やかに減少していくことも加味し、令和７～11 年度

の見込み量を満たすことが可能です。 

○特にニーズの高い３号（0 歳、１歳、２歳児）の提供体制の確保に配慮しつつ、現行の体制

で柔軟に子どもを受け入れるための体制づくりに努めます。 

 

子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

子ども子育て支援新制度に移行していない幼稚園や認可外保育施設等を利用する方が無償化

の対象となるためには、施設等利用給付認定を受ける必要があります。また、幼稚園の預かり

保育や認可外保育施設等を利用する場合は、保育の必要性について認定後、市から利用者に対

し、施設等利用費の支給を行います（償還払い）。 

こうした施設等利用給付の適正な支給を行っていくためには、保護者の経済的負担の軽減や

利便性等に配慮しながら給付方法を検討していくとともに、特定子ども・子育て支援施設等の

確認や指導監督等、福岡県と連携した対応を行うことが重要です。 

このことを踏まえ、本市では、子育てのための施設等利用給付の給付申請については、保護

者の利便性や過誤請求・支払いの防止等を考慮し、各利用施設において取りまとめを依頼する

とともに、保護者への支払いは年４回以上となるよう、施設等利用給付の公正かつ適正な支給

の確保に努めます。 

また、特定子ども・子育て支援施設等の確認や指導監督等については、福岡県に対し、施設

等の所在、運営状況、監査状況等の情報提供、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導

等の協力を要請することができることを踏まえ、福岡県との連携や情報共有を図りながら、適

切な取り組みを進めていきます。 
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第４節 地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業は、以下の 19事業が定められています。 

 

 地域子ども・子育て支援事業  ※対象事業の範囲は法定 

 ①地域子育て支援拠点事業 

②利用者支援事業 

③乳児家庭全戸訪問事業 

④養育支援訪問事業 

 要保護児童等の支援に資する事業 

⑤子育て世帯訪問支援事業 

⑥子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

⑦子育て短期支援事業 

⑧親子関係形成支援事業 

⑨妊婦健診 

 

⑩産後ケア事業 

⑪妊婦等包括相談支援事業 

⑫時間外保育事業（延長保育事業） 

⑬一時預かり事業  

⑭病児保育事業 

⑮放課後児童健全育成事業 

⑯児童育成支援拠点事業 

⑰乳児等通園支援事業 

 （こども誰でも通園制度） 

⑱実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑲多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

 

（１）地域子育て支援拠点事業（子育て支援総合施設「モッカランド」） 

子育て中の親子が気軽に利用し、親子で一緒に遊んだり、交流を通じて子育てに関する情報

交換や仲間づくりができる場を提供します。また、親子運動教室や絵本の読み聞かせ、育児相

談等の実施により、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援していきます。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 
230 人回/月 599 人回/月 954 人回/月 1,156 人回/月 1,156 人回/月 

1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1,325 人回/月 1,304 人回/月 1,306 人回/月 1,269 人回/月 1,240 人回/月 

確保方策 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

＊「量の見込み」は、地域子育て支援拠点事業の利用を希望している子どもの数×希望回数の

合計（月間） 
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（２）利用者支援事業 

子ども及びその保護者が、保育園・認定こども園での教育・保育や一時預かり等の地域子ど

も・子育て支援事業の中から適切なものを選択し、円滑に利用できるよう、相談や情報提供等

の支援を身近な場所で行います。 

 ・基本型 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 1 か所 2 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

確保方策 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

＊「量の見込み」は、ニーズ調査によらずに推計 

 

 ・地域子育て相談機関 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 0 か所 0 か所 0 か所 1 か所 1 か所 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

確保方策 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

＊「量の見込み」は、ニーズ調査によらずに推計 

 

 ・こども家庭センター型 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 0 か所 0 か所 0 か所 1 か所 1 か所 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

確保方策 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

＊「量の見込み」は、ニーズ調査によらずに推計 
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（３）乳児家庭全戸訪問事業（あかちゃん訪問） 

すべての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報の提供、乳児とその保

護者の心身の状況、養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に応じ、助言その他の援

助を行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 181 人 173 人 185 人 144 人 154 人 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 166 人 159 人 155 人 152 人 148 人 

確保方策 
担当課 ：子ども未来課（子育て支援総合施設 モッカランド） 

実施体制：乳児家庭訪問員 １人 

＊「量の見込み」は、0歳児の推計児童数 

 

（４）養育支援訪問事業 

乳児全戸訪問事業等により把握した子どもの養育において、支援の必要があると判断した家

庭に対し、乳幼児養育支援員等によって継続的に家庭を訪問し、養育に関する指導や援助等を

行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 14 人 9 人 25 人 73 人 73 人 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 73 人 70 人 69 人 67 人 65 人 

確保方策 

担当課 ：子ども未来課（子育て支援総合施設 モッカランド） 

実施体制：家庭児童相談員 ２人 子ども家庭支援員 ３人 
乳児家庭訪問員 １人  保健師 ３人 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計児童数（0 歳児） 
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＜子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業(要保護児童等の支援に資する事業）＞ 

児童虐待（身体的、性的、心理的、保護の怠慢・拒否（ネグレクト））の発生予防、早期

発見・早期対応のため、医療、保健、教育、警察等の関係機関で構成する「要保護児童対策

地域協議会」を開催しています。 

また、子育ての相談を受けるとともに、児童相談所等の関係機関との連携を図れるように

家庭児童相談員を配置しています。 

今後も、関係機関及び相談員の専門性を強化するとともに、子どもを守る地域ネットワー

クを強化し、児童虐待の早期発見・早期対応に努めます。 

 

（５）子育て世帯訪問支援事業 

産前産後のほか、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤング

ケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・

子育て等の支援を実施します。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 ３人日 12 人日 3 人日 45 人日 30 人日 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 18 人日 18 人日 17 人日 17 人日 16 人日 

確保方策 18 人日 18 人日 17 人日 17 人日 16 人日 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計人口（0～17 歳） 

 

（６）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）【就学児】 

子育てに関して「援助を受けたい人」と「援助をしたい人」が会員登録をし、子育てについ

て助け合いを行う事業です。会員間の連絡・調整等を行い、子どもの送迎や一時的な預かり

等、地域における子育て支援を行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 156 人日 58 人日 124 人日 76 人日 107 人日 
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◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 106 人日 104 人日 100 人日 96 人日 88 人日 

確保方策 106 人日 104 人日 100 人日 96 人日 88 人日 

＊「量の見込み」は、就学後に放課後等のファミリー・サポート・センター利用を希望してい

る子どもの数×希望日数の合計（年間） 

 

（７）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病やその他の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となっ

た子どもについて、児童養護施設などにおいて宿泊を伴う必要な養育・保護を行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 40 人日 16 人日 0 人日 0 人日 5 人日 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日 

確保方策(人日) 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日 

確保方策(施設数) 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

＊「量の見込み」は、ニーズ調査によらずに推計 

 

（８）親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、ベビーマ

ッサージや親子遊び等を通じて、親子のふれあいの楽しさを感じてもらい児童の心身の発達の

状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護

者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等、必要な支援を

行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 78 人 100 人 140 人 124 人 110 人 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 112 人 108 人 105 人 102 人 99 人 

確保方策 112 人 108 人 105 人 102 人 99 人 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計人口（0～17 歳） 
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（９）妊婦に対する健康診査（妊婦健診） 

子どもが健やかに生まれ成長していくことができるよう、健康診査を通じて妊婦や胎児の健

康保持及び疾病予防、早期発見を行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 

（対象者数） 
300 人 293 人 250 人 248 人 246 人 

実績 

（健診回数） 
2,281 回 2,316 回 2,051 回 1,943 回 1,926 回 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

（対象者数） 
241 人 232 人 225 人 220 人 215 人 

量の見込み 

（健診回数） 
1,920 回 1,849 回 1,799 回 1,754 回 1,713 回 

確保方策 

担当課 ：子ども未来課（子育て支援総合施設 モッカランド） 

実施場所：医療機関  
実施体制：福岡県・佐賀県・大分県・熊本県医師会、助産師会に委託契約し実施

している。その他、県外医療機関との個別契約、償還払いを行ってい
る。 

検査項目：基本検診、妊娠初期血液検査、超音波検査、血糖検査、 
性器クラミジア検査、B群溶血性レンサ球菌検査 

実施時期：通年 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計人口（15～49 歳女性） 

 

（10）産後ケア事業 

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てがで

きる支援体制の確保を行います。病院・助産所・診療所等へ数日宿泊する宿泊型、病院・助産

所・診療所等へ通う通所型、助産師等が家庭訪問する居宅訪問型があります。 

◼ 実績 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 3 人日 58 人日 120 人日 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 116 人日 112 人日 108 人日 105 人日 103 人日 

確保方策 116 人日 112 人日 108 人日 105 人日 103 人日 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×前年の妊娠届出数 
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（11）妊婦等包括相談支援事業 

妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施により、必要な情報提供や相談に応じるととも

に、ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型相談支援を行う。 

◼ 実績 

 令和５年度 令和６年度 

実績(妊婦届出数) 153 件 148 件 

実績(1 組あたり
面談回数) 

2.01 回 2.20回 

実績(面談実施合
計回数) 

308 回 326 回 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 
(妊婦届出数) 

143 件 138 件 134 件 131 件 128 件 

量の見込み(1 組
あたり面談回数) 

3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 

量の見込み(面談
実施合計回数) 

429 回 414 回 402 回 393 回 384 回 

確保方策 429 回 414 回 402 回 393 回 384 回 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計人口（15～49 歳女性） 

 

（12）時間外保育事業（延長保育事業） 

保護者の就労形態の多様化、長時間勤務等に伴う保育時間の延長に対するニーズに対応する

ため、通常の保育時間を超えて保育を実施します。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 447 人 398 人 368 人 344 人 333 人 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 319 人 305 人 297 人 285 人 280 人 

確保方策(人数) 319 人 305 人 297 人 285 人 280 人 

確保方策(施設数) 14 か所 14 か所 14 か所 14 か所 14 か所 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計児童数（0～5歳） 
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（13）一時預かり事業 

【認定こども園における１号認定の子どもを対象とした一時預かり（預かり保育）】 

認定こども園において、通常の教育時間の前後や土曜・日曜・長期休業期間中に行う預かり

保育の事業です。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 876 人日 1,407 人日 1,283 人日 1,645 人日 1,290 人日 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1,241 人日 1,158 人日 1,102 人日 1,044 人日 1,027 人日 

確保方策 1,241 人日 1,158 人日 1,102 人日 1,044 人日 1,027 人日 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計児童数（3～5歳） 

 

【一時預かり事業（幼稚園型以外）】 

・一時預かり事業（在園児対象型を除く） 

保護者の育児疲れの解消（リフレッシュ）、あるいは緊急の用事（冠婚葬祭や病気等）等の

理由で、家庭での保育が一時的に困難な場合に、保育園、認定こども園において子どもを保育

する事業です。 

・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）【未就学児】 

子育てに関して「援助を受けたい人」と「援助をしたい人」が会員登録をし、子育てについ

て助け合いを行う事業です。会員間の連絡・調整等を行い、子どもの送迎や一時的な預かり

等、地域における子育て支援を行います。（未就学児） 

・子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 

保護者の疾病その他の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった

子どもを、児童養護施設などにおいて、夜間もしくは休日に必要な保護を行う事業です。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 441 人日 620 人日 523 人日 922 人日 619 人日 
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◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 597 人日 572 人日 558 人日 535 人日 526 人日 

確保
方策
(人日) 

合計 597 人日 572 人日 558 人日 535 人日 526 人日 

一時預かり 324 人日 310 人日 303 人日 290 人日 285 人日 

トワイライ
トステイ 

5 人日 5 人日 5 人日 5 人日 5 人日 

子育て援助 
活動支援 

268 人日 257 人日 250 人日 240 人日 236 人日 

確保
方策
(施設

数) 

一時預かり 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 13 か所 

トワイライ
トステイ 

3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

子育て援助 
活動支援 

あり あり あり あり あり 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計児童数（0～5歳） 

 

（14）病児保育事業 

子どもが病気の際に保護者の就労等の理由により自宅での保育が困難な場合、高邦病児保育

室において、子どもを一時的に預かり、保育を行います。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 408 人日 708 人日 608 人日 1,215 人日 1,177 人日 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 1,125 人日 1,076 人日 1,050 人日 1,007 人日 988 人日 

確保方策(人日) 1,125 人日 1,076 人日 1,050 人日 1,007 人日 988 人日 

確保方策(施設数) 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計児童数（0～5歳） 
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（15）放課後児童健全育成事業（学童保育所） 

小学校に通う子どもで、その保護者が就労等によって家庭にいない場合、授業の終了後、遊

びや集団生活の場を提供し、放課後の児童の安全確保や健全育成を図ります。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

1 年生 130 人 112 人 120 人 145 人 120 人 

2 年生 102 人 108 人 101 人 110 人 134 人 

3 年生 98 人 69 人 78 人 69 人 84 人 

4 年生 29 人 43 人 32 人 31 人 39 人 

5 年生 6 人 9 人 19 人 18 人 10 人 

6 年生 1 人 7 人 3 人 5 人 5 人 

合計 366 人 348 人 353 人 378 人 392 人 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 年生 119 人 115 人 112 人 107 人 99 人 

2 年生 133 人 130 人 126 人 121 人 111 人 

3 年生 84 人 82 人 79 人 76 人 70 人 

4 年生 39 人 38 人 36 人 35 人 32 人 

5 年生 9 人 9 人 8 人 8 人 7 人 

6 年生 4 人 4 人 4 人 4 人 3 人 

合計 388 人 378 人 365 人 351 人 322 人 

確保方策(人) 478 人 478 人 478 人 478 人 478 人 

確保方策(施設数) 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 

＊「量の見込み」は、事業該当実績（出現率）×推計児童数（6～11歳） 

＊「確保方策」は、定員総数であり、学年別の定員は設けていない 
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＜放課後児童健全育成事業及び放課後子ども教室の一体的な実施について＞ 

小学校に就学している全ての児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動がで

きるよう、学童保育及び放課後子ども教室を一体的に又は連携して実施する事業です。 

平成 30 年 9月に国が策定した「新・放課後子ども総合プラン」では、放課後児童クラブ

と放課後子ども教室の一体的、または連携での実施の推進を目指しています。 

本市においては、平成 30 年度より実施し、令和元年度以降、７校で実施しています。 

令和６年度まで利用希望者がいなかったため、実施していない学校が１校ありますが、今

後利用希望がある場合は全ての学校で実施できるよう検討を進めていきます。 

◼ 実績 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 ７校 ７校 ７校 ７校 ７校 

 

◼ 各年度における量の見込みと確保方策 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み ７校 ７校 ７校 ７校 ７校 

確保方策 ７校 ７校 ７校 ７校 ７校 

＊対象児童は 1～6年生 

 

（16）児童育成支援拠点事業 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所

となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメン

トし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供すること

により、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。 

  本市におきましては、今後、必要に応じて事業の実施を検討していきます。 

 

（17）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

保育所に入所していない満３歳未満の乳児又は幼児に対し、適切な遊び及び生活の場を与え

るとともに、当該乳児又は幼児及びその保護者の心身の状況や養育環境を把握するための当該

保護者との面談を実施したり、当該保護者に対する子育てについての情報の提供、助言その他

の援助を行う事業です。 

  本市におきましては、今後、事業実施体制の構築に努めます。 
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（18）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

令和元年 10月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、未移行幼稚園における低所得者世帯

等の子どもの食材費(副食費)に対する助成を行っています。 

※この事業は量の見込み・確保方策を定めない事業です。 

 

（19）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。必要に応じ

て事業の実施を検討していきます。 

※この事業は量の見込み・確保方策を定めない事業です。 
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第５節 幼児期の教育・保育の一体的提供と確保内容 

（１）保育園、認定こども園、小・中学校との連携の推進 

妊娠・出産期からの切れ目ない支援を行うとともに、質の高い幼児教育・保育の提供並びに

地域の子育て支援機能の維持・確保等を図るためには、保育園、認定こども園、地域子ども・

子育て支援事業、その他子ども・子育て支援を行う者同士相互の密接な連携が必要です。 

関係者間において幼児教育・保育の必要性の共通理解を図り、市内における幼保・小・中学

校までの一貫した教育指導を推進します。 

 

（２）質の高い幼児期の教育・保育の一体的な提供の推進 

保育園・認定こども園における教育機能の充実を図るとともに、就学へのスムーズな移行を

行い、子どもの発達段階に応じたより質の高い幼児教育と保育の一体的な提供を推進します。 

具体的には、教育・保育の質の向上に資するものとして、保育園・認定こども園における連

携体制や保育士の専門性と資質向上のための研修の実施を進めるなど、教育・保育や子育て支

援に係る専門職の資質向上支援に努めます。 

また、質の高い教育・保育を提供するためには、保育士等の子どもに関わる人材の確保が不

可欠となるため、処遇改善や人材確保の方策について、関係機関と協議しながら改善に向けた

取り組みを検討していきます。 
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第６節 産休・育休後における特定教育・保育施設等の利用確保 

女性の就業率の高まりに伴い、共働き家庭は増加し続けています。しかし、子育てに専念す

ることを希望して退職する母親がいる一方で、就労の継続を希望しながらも、仕事と子育ての

両立が困難であるとの理由により、出産を機に退職する女性も少なくありません。 

アンケート調査においても、育児休業制度の利用は全体の６割程度にとどまっており、その

うち、育児休業取得後に希望する教育・保育施設等の利用が出来なかった人、また育児休業期

間を調整して入所できた人が合わせて 3 割と、教育・保育施設の円滑な利用が困難な状況も一

定数見受けらます。 

今後も働きながら子育てする女性は増えると考えられるため、育児休業の取得を促進すると

ともに、育児休業期間満了時（原則１歳到達時）から特定教育・保育施設等の利用を希望する

保護者が、質の高い保育を利用でき、保育所等の社会資源を活用できるように受け入れ体制の

確保と、職場への理解も含めた環境整備に努めます。 

 

第７節 外国につながる幼児への支援・配慮 

国際化の進展に伴い、海外から帰国した幼児や外国人乳児、両親が国際結婚の乳児などいわ

ゆる外国とつながる幼児の増加が見込まれています。そのような幼児が、教育・保育施設や地

域子ども・子育て支援事業等を円滑に利用できるように、地域における外国人等の在住状況や

出身地域等を踏まえた支援が必要になっています。 

本市においても、外国につながる幼児の状況を把握し、必要に応じて通訳ボランティア派遣

等の外国語対応支援、外国の文化・習慣・指導上の配慮等に関する研修の実施など、受け入れ

る教育・保育施設等の事業者や保育士等への支援に努めます。 
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第６章 計画の推進に向けて 

１ 継続的な計画の実施状況の把握 

本計画の推進にあたっては、関係所管課でのきめ細やかな取り組みが必要とされるため、各年

度における計画の実施状況を把握・点検するための全庁的な体制を構築するとともに、市民の意

見を聴く機会を設け、その後の対策の実施や計画の見直し等に反映させていきます。 

 

２ 関係機関との連携強化 

すべての家庭を対象とした子育て支援を総合的に行っていくためには、市関係所管課の取り組

みだけでなく、地域の企業や市内外の関係機関・団体等との協働が不可欠であるため、民間企業

や子育て支援に関わる子育てサークル・ボランティア団体等の市民団体及び児童相談所、保健

所、教育機関、警察等の関係機関との連携を強化しながら計画的な推進を図ります。 

 

３ 庁内の総合的な推進 

子ども・子育て支援は各分野に及ぶため、本計画の内容を全庁的に周知・促進していくととも

に、福祉事務所を中心に、関係所管課の調整及び連携を図ることにより、全庁的に取り組んでい

きます。 
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関連資料 

１ 大川市子ども・子育て会議委員名簿  

 

区 分 氏 名 所 属 

(1)保護者代表 
松藤  恵未 保護者代表（私立保育所） 

宇木  由奈 保護者代表（私立幼稚園） 

(2)事業主を代表する者 式  直 美 大川商工会議所 

(3)労働者を代表する者 石橋  伸裕 連合北筑後地協三潴・大川地区連絡会 

(4)子ども・子育て支援事業

に従事する者 

村 上  力 大川市保育協会 

西  照 見 大川市私立幼稚園連盟 

(5)学識経験を有する者 

◎樋口  光融 九州大谷短期大学 

日田  勝子 国際医療福祉大学 

有吉  俊之 大川市小学校校長会 

(6)その他市長が必要と認め

る者 

筬島 かおる 

（～R6.11.9） 
大川市議会 

宮﨑  貴仁 

（R6.12.23～） 

西 田  学 大川市議会 

一ノ瀬 英世 大川三潴医師会 

○近藤  桂子 大川市民生委員児童委員協議会 

津田  良昭 大川市区長会 

古賀  優子 大川市ＰＴＡ連合会 

◎：会長 ○：副会長 
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２ 大川市子ども・子育て会議条例  

平成２５年９月２７日大川市条例第２１号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７７条第１

項の規定に基づき、同項の合議制の機関として、大川市子ども・子育て会議（以下「子育て会

議」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）法第７７条第１項に規定する事務 

（２）その他本市の子ども・子育て支援施策に関し、市長又は教育委員会が必要と認める事項の

調査審議 

 （組織） 

第３条 子育て会議は、委員２０人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す

る。 

（１）子どもの保護者 

（２）事業主を代表する者 

（３）労働者を代表する者 

（４）子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（５）子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

（６）その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 子育て会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 
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 （会議） 

第６条 子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

４ 議長は、特に必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は

意見を聴くことができる。 

 （部会） 

第７条 特別な事項を調査審議するため必要があるときは、子育て会議に部会を置くことができ

る。 

２ 部会は、子育て会議から付託された事項について調査審議するものとする。 

３ 部会は、会長が指名する委員及び次条に規定する臨時委員をもって組織する。 

４ 部会に部会長と副部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

５ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

６ 副部会長は、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

７ 部会の会議については、前条の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「会

議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「当該部

会に属する委員」と読み替えるものとする。 

 （臨時委員） 

第８条 臨時委員は、会長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。 

２ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。 

（守秘義務） 

第９条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

 （庶務） 

第１０条 子育て会議の庶務は、福祉事務所において処理する。 

 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、子育て会議に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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付 則（平成 26 年３月 28 日条例第１号） 

この条例は，平成 26 年４月１日から施行する。 

付 則（令和５年３月 20 日条例第８号） 

この条例は，令和５年４月１日から施行する。 
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３ 大川市子ども・子育て会議策定経過  

 

 期   日 内   容 

第１回 令和６年 8月 26 日 

・委嘱状交付、委員紹介、会長・副会長選出 

・第３期大川市子ども・子育て応援プラン策定業務 

全体スケジュールについて 

・「大川市子育てに関するアンケート調査」結果報告 

第２回 令和６年 10月 28 日 

・統計データからみる大川市の子ども・子育てに関す

る現状について 

・教育・保育の認定区分ごとの見込み量（案）につい

て 

第３回 令和６年 12月 23 日 
・第３期大川市子ども・子育て応援プラン（原案）に

ついて 

第４回 令和７年 2月 27 日 

・パブリックコメント結果報告 

・第３期大川市子ども・子育て応援プラン（最終案）

の確認 

 

 

 

 

 

 


